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別－1 

別冊資料① 応急仮設住宅に係る関係法令・通知等 

 

 
○災害救助法（抄） （昭和 22年 10月 18日法律第 118号） 

最終改正：平成３０年６月１５日法律第５２号 

   第１章 総則 

〔この法律の目的〕 

第１条  この法律は、災害に際して、国が地方公共団体、日本赤十字社その他の団体及び国民の協力の下に、

応急的に、必要な救助を行い、災害にかかつた者の保護と社会の秩序の保全を図ることを目的とする。 

〔救助の対象〕 

第２条  この法律による救助（以下「救助」という。）は、都道府県 知事が、政令で定める程度の災害が発生した

市（特別区を含む。以下同じ。）町村（以下「災害発生市町村」という。）の区域（地方自治法（昭和二十二年法

律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項 の指定都市にあっては、当該市の区域又は当該市の区若しく

は総合 区の区域とする。次条第一項において同じ。）内において当該災害 により被害を受け、現に救助を必

要とする者に対して、これを行う。 

第２条の２ 救助実施市（その防災体制、財政状況その他の事情を勘案し、災害に際し円滑かつ迅速に救助を行

うことができるものとして内閣総理大臣が指定する市をいう。以下同じ。）の区域内において前条に規定する災

害により被害を受け、現に救助を必要とする者に対する救助は、同条の規定にかかわらず、当該救助実施市

の長が行う。 

   第２章 救助 

〔都道府県知事等の努力義務〕 

第３条 都道府県知事又は救助実施市の長（以下「都道府県知事等」 という。）は、救助の万全を期するため、常

に、必要な計画の樹立、 強力な救助組織の確立並びに労務、施設、設備、物資及び資金の整備に努めなけ

ればならない。 

〔救助の種類等〕 

第４条 救助の種類は、次のとおりとする。  

一 避難所及び応急仮設住宅の供与 

六  被災した住宅の応急修理 

２ 救助は、都道府県知事等が必要があると認めた場合においては、前項の規定にかかわらず、救助を要する者

（埋葬については埋葬を行う者）に対し、金銭を支給してこれを行うことができる。 

３  救助の程度、方法及び期間に関し必要な事項は、政令で定める。 

〔事務処理の特例〕 

第 13条  都道府県知事は、救助を迅速に行うため必要があると認めるときは、政令で定めるところにより、その

権限に属する救助の実施に関する事務の一部を災害発生市町村の長が行うこととすることができる。 

２  前項の規定により災害市町村の長が行う事務を除くほか、災害発生市町村の長は、都道府県知事が行う救

助を補助するものとする。 

〔事務の区分〕 

第 17条  この法律の規定により地方公共団体が処理することとされている事務のうち次に掲げるものは、地方自

治法第二条第九項第一 号に規定する第一号法定受託事務とする。 

＜関係制度概要＞ 
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  第３章 費用 

〔費用の支弁区分〕 

第 18条  第４条の規定による救助に要する費用（救助の事務を行うのに必要な費用を含む。）は、救助を行った

都道府県知事等の統括する都道府県等が、これを支弁する。 

〔都道府県等が応援のため支弁した費用〕 

第 20条  都道府県等は、他の都道府県等の都道府県知事等により行われた救助につき行った応援のため支弁

した費用について、当該他の都道府県等に対して、求償することができる。 

 

〔国庫の負担〕 

第 36条  国庫は、都道府県等が第 18条の規定により支弁した費用及び第 19条の規定による補償に要した費

用（前条第１項の規定により求償することができるものを除く。）並びに同項の規定による求償に対する支払に

要した費用（前条第四項の規定による求償に対する支払に要した費用を含む。）の合計額が政令で定める額

以上となる場合において、当該合計額が、地方税法（昭和 25年法律 第226号）に定める当該都道府県等の普

通税（法定外普通税を除く。第 23条において同じ。）について同法第一条第一項第五号にいう標準税率（標準

税率の定めのない地方税については、同 法に定める税率とする。）をもって算定した当該年度の収入見込額 

（以下この項において「収入見込額」という。）の 100分の２以下であるときにあっては当該合計額についてその

100分の 50を負担するものとし、収入見込額の 100分の２を超えるときにあっては次の区分に従って負担する

ものとする。この場合において、収入見込額の算定方法については、地方交付税法 （昭和25年法律第211号）

第 14条の定めるところによるものとする。 

一 収入見込額の 100分の２以下の部分については、その額の 100分の 50 

二 収入見込額の 100分の２をこえ、100分の４以下の部分については、その額の 100分の 80 

三 収入見込額の 100分の４をこえる部分については、その額の 100分の 90 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%93%f1%88%ea%88%ea&REF_NAME=%91%e6%8f%5c%8e%6c%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001400000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001400000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001400000000000000000000000000000
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○災害救助法施行令（抄） （昭和 22年 10月 30日政令第 225号） 

最終改正：平成３０年１２月２８日政令第 359号 

 

〔災害の範囲〕 

第１条  災害救助法 （昭和 22年法律第 118号。以下「法」という。）第２条に規定する政令で定める程度の災害

は、次の各号のいずれかに該当する災害とする。 

一 当該市町村（特別区を含む。以下同じ。）の区域（地方自治法 （昭和 22年法律第 67号）第 252条の 19第

１項 の指定都市にあっては、当該市の区域又は当該市の区若しくは総合区の区域とする。以下同じ。）内

の人口に応じそれぞれ別表第１に定める数以上の世帯の住家が滅失したこと。 

二 当該市町村の区域を包括する都道府県の区域内において、当該都道府県の区域内の人口に応じそれぞ

れ別表第２に定める数以上の世帯の住家が滅失した場合であって、当該市町村の区域内の人口に応じそ

れぞれ別表第３に定める数以上の世帯の住家が滅失したこと。 

三  当該市町村の区域を包括する都道府県の区域内において、当該都道府県の区域内の人口に応じそれぞ

れ別表第４に定める数以上の世帯の住家が滅失したこと又は当該災害が隔絶した地域に発生したもので

ある等被災者の救護を著しく困難とする内閣府令で定める特別の事情がある場合であって、多数の世帯の

住家が滅失したこと。 

四 多数の者が生命又は身体に危害を受け、又は受けるおそれが生じた場合であって、内閣府令で定める基

準に該当すること。 

２  前項第１号から第３号までに規定する住家が滅失した世帯の数の算定に当たっては、住家が半壊し又は半焼

する等著しく損傷した世帯は 2世帯をもって、住家が床上浸水、土砂の堆積等により一時的に居住することが

できない状態となった世帯は３世帯をもって、それぞれ住家が滅失した一の世帯とみなす。 

〔救助の種類〕 

第２条  第４条第１項第 10号に規定する救助の種類は、次のとおりとする。 

二  災害によって住居又はその周辺に運ばれた土石、竹木等で、日常生活に著しい支障を及ぼしているもの

の除去 

〔救助の程度、方法及び期間〕 

第３条  救助の程度、方法及び期間は、応急救助に必要な範囲内において、内閣総理大臣が定める基準に従

い、あらかじめ、都道府県知事又は救助実施市の長（以下「都道府県知事等」という。）が、これを定める。 

２  前項の内閣総理大臣が定める基準によっては救助の適切な実施が困難な場合には、都道府県知事等は、

内閣総理大臣に協議し、その同意を得た上で、救助の程度、方法及び期間を定めることができる。 

〔実費弁償〕 

第５条  法第７条第５項の規定による実費弁償に関して必要な事項は、 内閣総理大臣が定める基準に従い、あ

らかじめ、都道府県知事等が、 これを定める。 

〔災害発生市町村の長による救助の実施に関する事務の実施〕 

第１７条 都道府県知事は、法第 13条第１項の規定により救助の実施に関するその権限に属する事務の一部を

災害発生市町村の長が行うこととするときは、災害発生市町村の長が行うこととする事務の内容及び当該事

務を行うこととする期間を災害発生市町村の長に通知するものとする。この場合においては、当該災害発生市

町村の長は、当該期間において当該事務を行わなければならない。 

２  （略） 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%88%ea%88%ea%94%aa&REF_NAME=%8d%d0%8a%51%8b%7e%8f%95%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%88%ea%88%ea%94%aa&REF_NAME=%91%e6%93%f1%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%92%6e%95%fb%8e%a9%8e%a1%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%91%e6%93%f1%95%53%8c%dc%8f%5c%93%f1%8f%f0%82%cc%8f%5c%8b%e3%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000025201900000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000025201900000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000025201900000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%91%e6%93%f1%95%53%8c%dc%8f%5c%93%f1%8f%f0%82%cc%8f%5c%8b%e3%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000025201900000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000025201900000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000025201900000001000000000000000000
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３  法第１３条第１項の規定により救助の実施に関するその権限に属する事務の一部を災害発生市町村の長が

行うこととした場合においては、法の規定中当該事務に係る都道府県知事に関する規定は、災害発生市町村

の長に関する規定として災害発生市町村の長に適用があるものとする。 

 

〔事務の区分〕 

第 18条  この政令の規定により都道府県又は救助実施市（以下「都道府県等」という。）が処理することとされて

いる事務のうち次に掲げるものは、地方自治法第２条第９項第１号に規定する第一号法定受託事務とする。 

１ 第３条、第５条並びに第８条第２項第２号及び第３号の規定により都道府県等が処理することとされている事務 

２ 前条第１項及び第２項の規定により都道府県が処理することとされている事務 

 

 

 

別表第１（第１条関係）     （略）  

別表第２（第１条関係）     （略）  

別表第３（第１条関係）     （略）  

別表第４（第１条関係）     （略）  
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○災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準（抄） 

平成 25 年 10 月 1 日 内閣府告示第 228 号 

 

災害救助法施行令(昭和二十二年政令第二百二十五号)第三条第一項及び第五条の規定に基づき、

災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準を次のとおり定め、平成二十五年

十月一日から適用する。 

 

災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準 

第一章 救助の程度、方法及び期間 

(救助の程度、方法及び期間) 

第一条 災害救助法施行令（昭和二十二年政令第二百二十五号。以下「令」という。）第三条第一項の規

定による救助の程度、方法及び期間の基準は、災害救助法（昭和二十二年法律第百十八号。以下

「法」という。）第四条第一項各号に掲げる救助の種類ごとに、本章の定めるところによる。 

 

（避難所及び応急仮設住宅の供与 ) 

第二条 法第四条第一項第一号の避難所及び応急仮設住宅の供与は、次の各号に掲げる施設ごとに、

当該各号に定めるところにより行うこととする。 

 

二 応急仮設住宅 

応急仮設住宅は、住家が全壊、全焼又は流出し、居住する住家がない者であって、自らの資力で

は住家を得ることができないものに、建設し供与するもの（以下「建設型応急住宅」という。）、民間賃

貸住宅を借上げて供与するもの（以下「賃貸型応急住宅」という。）、又はその他適切な方法により供

与するものであること 

イ 建設型応急住宅 

（1）建設型応急住宅の設置に当たっては、原則として、公有地を利用すること。ただし、これら適当

な公有地を利用することが困難な場合は、民有地を利用することが可能であること。 

（2）一戸当たりの規模は、応急救助の趣旨を踏まえ、実施主体が地域の実情、世帯構成等に応じ

て設定し、その設置のために支出できる費用は、設置にかかる原材料費、労務費、付帯設備工事

費、輸送費及び建築事務費等の一切の経費として、五百七十一万四千円以内とすること。 

（3）建設型応急住宅を同一敷地内又は近接する地域内におおむね五十戸以上設置した場合は、居

住者の集会等に利用するための施設を設置でき、五十戸未満の場合でも戸数に応じた小規模な

施設を設置できること。 

（4）福祉仮設住宅（老人居宅介護等事業等を利用しやすい構造及び設備を有し、高齢者等であって

日常の生活上特別な配慮を要する複数のものに供与する施設をいう。）を建設型応急住宅として

設置できること。 

（５）建設型応急住宅は、災害発生の日から二十日以内に着工し、速やかに設置しなければならない

こと。 
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（6）建設型応急住宅を供与できる期間は、完成の日から建築基準法（昭和二十五年法律第二百一

号）第八十五条第三項又は第四項に規定する期限までとすること。 

（7）建設型応急住宅の供与終了に伴う建設型応急住宅の解体撤去及び土地の原状回復のために

支出できる費用は、当該地域における実費とすること。 

 

ロ 賃貸型応急住宅 

（1）賃貸型応急住宅の一戸当たりの規模は、世帯の人数に応じてイに定める規模に準ずることと

し、その借上げのために支出できる費用は、家賃、共益費、敷金、礼金、仲介手数料又は火災保

険等その他民間賃貸住宅の貸主又は仲介業者との契約に不可欠なものとして、地域の実情に応

じた額とすること。 

（2）賃貸型応急住宅は、災害発生の日から速やかに民間賃貸住宅を借上げ、提供しなければなら

ないこと。 

（3）賃貸型応急住宅を供与できる期間は、イと同様の期間とすること 

 

(被災した住宅の応急修理) 

第七条 法第四条第一項第六号の被災した住宅の応急修理は、次の各号に定めるところにより行うこと

とする。 

一 災害のため住家が半壊、半焼若しくはこれらに準ずる程度の損傷を受け、自らの資力では応急

修理をすることができない者又は大規模な補修を行わなければ居住することが困難である程度に

住家が半壊した者に対して行うものであること。 

二 居室、炊事場、便所等日常生活に必要最小限度の部分に対し、現物をもって行うものとし、その

修理のために支出できる費用は、一世帯当たり次に掲げる額以内とすること。 

イ ロに掲げる世帯以外の世帯五十九万五千円 

ロ 半壊又は半焼に準ずる程度の損傷により被害を受けた世帯三十万円 

三 住宅の応急修理は、災害発生の日から一月以内に完了すること。 
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○災害救助法の概要（令和元年度応急修理制度拡充版）：内閣府政策統括官防災担当資料
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応急仮設住宅の概要 
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住宅応急修理の概要 
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別冊資料② 応急仮設住宅、応急修理制度の運用に係る具体的な実務 

 

○災害救助事務取扱要領（令和元年１０月応急修理制度拡充版）：内閣府政策統括官（防災担当） 

 （応急仮設住宅の供与、応急修理制度に関連する事項の抜粋） 

 

第２ 実施体制等の整備に関する事項 

１ 平常時からの取組み 

ウ 被災者の住まいの確保に向けて、建設型の応急仮設住宅における建設候補地の選定、地域の実情に応

じた標準仕様の設定、事業者との協定の締結等や借上げ型の応急仮設住宅として活用する民間賃貸住

宅の空き住戸の把握、関係団体等との協定の締結等に努めるとともに、協定の締結等を行った関係団体

等と民間賃貸住宅の空き住戸の把握をするための情報連絡訓練、貸主・自治体・被災者が民間賃貸住宅

を応急仮設住宅として契約するための契約締結事務など実施する机上訓練を行い、発災時の迅速な運

用が図られるよう努めること。 

オ 災害により半壊・半焼した住宅の応急修理については、発災後、修理業者のリスト等をホームページに掲

載できるようリストの作成準備をしておくとともに、関係団体等や修理業者に対して、応急修理に必要な資

料、修理の範囲、請求に必要な書類など説明資料や説明会を開催し周知を図ること。 

 

４ 市町村長に対する救助の委任（法第１３条） 

（１）救助の委任の留意点 

エ 応急仮設住宅の供与については、建設用地や民間賃貸住宅の空き住戸の確保を含め、提供に当たって

どういった役割分担をするか明確にしていただくとともに、あらかじめ都道府県・市町村間で協議していた

だくことが望ましい。 

 

６ 事業者団体等との協定 

（１）食料、生活必需品の調達、応急仮設住宅の建設、応急修理の実施等、事業者の協力を得ることが

必要な救助については、あらかじめ事業者団体等と物資供給等に関して協定を締結しておくこと。 

また、高齢者、障害者等の救助に当たり特別な配慮を要する者（以下、「要配慮者」という。）に必要

な生活必需品等の調達に係る協定も締結しておこくこと。 

（２）この協定では、応援要請又は協力の手続き、応援又は協力を受けるべき救助の内容及び方法、並

びに費用負担のあり方等について明確にしておくこと。 

 

８ 救助の実施体制に関する事項 

（２）応急仮設住宅の供与 

応急仮設住宅については、建設型のみならず、公営住宅や国家公務員宿舎等の一時使用を行うととも

に、民間賃貸住宅の借上げ及び住宅の応急修理等を勘案し、総合的に対応すること。 

ア 建設用地の確保・把握 

（ア）応急仮設住宅の建設用地については、大規模災害等、大量な応急仮設住宅の設置が必要な事態に

備え、都道府県は市町村と調整を図り、事前に公有地等のほか、その他の土地を含め、建設可能な

土地を選定し、候補地リストを作成しておくこと。 
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この場合、応急仮設住宅の建設だけではなく、民間賃貸住宅を借り上げて対応することも可能である

ため、借り上げによる供与を想定している場合は、その対応による供給分も踏まえ、土地の選定に努

めること。 

また、事業者等と協力し事前点検を行い、土地の状況、周囲の環境（電気、上下水道などが選定した

地域の近傍まできている）等を把握しておくこと。 

（イ）大規模災害等、大量な応急仮設住宅の設置が必要な事態に備え、都道府県は市町村の協力を得て、

あらかじめ応急仮設住宅の建設用地を量的に選定し、確保しておくことが望ましいが、都市化の進ん

だ人口過密地域等において、量的な確保が困難な場合は、次によりあらかじめ建設用地としての可能

性がある用地を把握しておくこと。 

① 都道府県及び市町村は、建設可能な公有地を把握しておくこと。 

② 都道府県及び市町村は管内の企業が所有する用地について協力の可能性を把握しておくこと。 

③ 都道府県は都道府県内の市町村間による協力体制を確立しておくこと。 

④ 都道府県は他の都道府県との災害援助協定の締結等による協力・連携体制を確立しておくこと。 

（ウ）応急仮設住宅の建設用地の選定に当たっては、原則として、①公有地、②国有地、③企業等の民有

地の順に選定すること。 

（エ）応急仮設住宅の建設用地の選定に当たっては、民有地についても、公租公課等の免除を前提に、無

償で提供を受けられる土地を優先して予定すること。 

イ 立地条件の配慮 

建設用地の選定に当たっては、上下水道、ガス、電気等の生活関連設備の整備状況、医療機関、学

校、商店、交通、騒音等の立地条件についても配慮すること。 

ウ 利用関係の明確化 

建設用地として予定する用地を選定した場合は、当該用地の所有者等と設置期間や費用負担のあり

方等、用地の利用関係についてあらかじめ協定を結ぶ等明確にしておくこと。 

エ 建設事業者団体等との協定 

（ア）応急仮設住宅を迅速に設置することができるよう、あらかじめ建設事業者団体等と建設及び建設資材

の提供等に関する協定を締結しておくこと。 

（イ）協定の締結に当たって、標準的な応急仮設住宅を定める場合は、高齢者・障害者等の利用に配慮した

仕様が誰にとっても利用しやすいことに着目し、通常の応急仮設住宅についても、できる限り物理的障

壁の除去された（バリアフリー）仕様とするなどの配慮をするとともに、国土交通省による「応急仮設住

宅建設必携 中間とりまとめ」（平成 24 年 5 月 21 日）等を参考に寒冷地や積雪地仕様等、地域の気

候風土を考慮した仕様をあらかじめ検討すること。 

また同様に、標準的な応急仮設住宅を定める場合は、個々の身体状況や生活様式、単身・多人数の

世帯構成等、多様な世帯の入居に対応できるように、できる限り複数の標準的な規模・仕様を設定す

ること。 

オ 一般対策との連携体制 

（ア）応急仮設住宅入居者に対して、保健・医療・福祉、住宅・就職相談等、各種行政サービスが提供される

ように関係部局・市町村等と連携が図れる体制を確立しておくこと。特に、民生委員、保健師の訪問等、

積極的な需要等の把握に努め、被災者の心的外傷後ストレス障害（Post Traumatic Stress Disorder, 

PTSD）等に対応する中長期的な精神保健対策の実施についても留意すること。 



別－19 

（イ）大規模な応急仮設住宅団地を整備する場合は、入居者の日常生活の利便性を確保するため、商業施

設の設置、路線バスの増発・新規開設等に配慮する必要があるので、関係部局等と連携が図れる体

制を確立しておくこと。 

カ 応急仮設住宅の手引き（マニュアル）の作成 

応急仮設住宅の設置が円滑かつ統一的に行えるよう、あらかじめ応急仮設住宅設置の手引きを作成

し、災害発生時の実務や事前準備（建設、用地の選定確保）等を明確にしておくこと。なお、応急仮設

住宅については、「応急仮設住宅建設必携 中間とりまとめ」を配布しているので、作成する際の参考

にされたい。 

 

（３）その他の救助 

エ 住宅の応急修理 

発災後、速やかに住宅の応急修理を行うことは、避難生活の早期解消の観点からのみならず、被災

者に対し生活再建の道筋を早期に提示する観点からも重要であることから、あらかじめ応急修理の実

施要領等を定めるとともに、応急修理を実施する事業者を指定しておくこと。 

 

第４ 救助の程度、方法及び期間に関する事項 

２ 応急仮設住宅の供与 

（１）趣旨 

ア 災害が発生したときには、速やかに法による応急仮設住宅の必要数を把握し、建設事業者団体等の協力

を得て、建設型応急住宅の建設、民間賃貸住宅を借上げて供与するもの（賃貸型応急住宅）又はその他

による供与によって実施すること。なお、民間賃貸住宅の借上げについては、優先的に借り上げられるよ

う、国土交通省及び厚生労働省による「災害時における民間賃貸住宅の被災者への提供に関する協定

等について」（平成24 年4 月27 日）や「災害時における民間賃貸住宅の活用（手引書のとりまとめ）につ

いて」（平成 24 年 12 月 4 日）等を参考にあらかじめ民間賃貸住宅の空き住戸の把握や、関係団体等と

協議・協定を行うことにより、円滑な実施を図ること。 

イ 大規模災害時には、応急仮設住宅の早期設置のため、発災後当初は、一定の見込み戸数をもって一定

戸数の早期発注・着工が重要となる。その後、被災住民への意向調査等によりニーズ把握を行い、追加

で発注・着工することになるので、迅速な対応を図られたいこと。なお、ある程度の空きが生じることはや

むを得ず、その場合は内閣府と協議により災害救助費等負担金の対象経費となること。 

（２）対象者 

法による応急仮設住宅は、住家が全壊、全焼又は流出し、居住する住家がない者であって、自らの資力

では住宅を得ることができない者に対して提供することを原則とする。なお、迅速な対応が必要であるが、

災害による混乱時には十分な審査が困難であり、資産の被害や被災後の所得の変化等も勘案すると、一

定額による厳格な所得制限等はなじまないし、また、実際に行っていないが、資力要件については制度の

趣旨を十分に理解して運用すること。 

ア 当該時点では住家に直接被害はないが、二次災害等により被害を受けるおそれがあるなど、住家が全壊、

全焼又は流出し、居住する住家がない者と同等と見なす必要がある場合は、内閣府と連絡調整を図るこ

と。 

（注）地滑り又は火山噴火等により、市町村長の避難勧告等を受け、長期にわたり自らの住居 
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に居住できない者などが考えられる。 

イ 特別な事情があり、その他の者に対して法による応急仮設住宅を提供する必要があるときには、事前に内

閣総理大臣に協議すること。 

ウ 就学・就労等の個人的な生活環境の変化による仮設住宅の住み替えは、応急的な救助の範囲を超えるこ

とから、原則として認められないところである。しかしながら、緊急やむを得ない場合については、次の点

に留意のうえ、応急的な救助の実施主体である被災県において、個別に対応して差し支えない 

（ア）家主の都合により賃貸契約の更新を拒否された場合 

（イ）建設型応急住宅への集約等、行政側の都合による移転など本人の責めによらない場合 

（ウ）配偶者からの暴力であるＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）被害等で同居を続けることにより、身体・生

命に危険が及ぶ場合などの世帯分離の場合 

（エ）エレベーターのない公営住宅等で、入居後の健康悪化により昇降が困難となった場合の低層階への

転居などの場合 

（オ）入居後の健康悪化（重篤な疾病に限る）により、医療機関近傍への転居が望ましいことが証される場

合 

（カ）前各号に掲げるほか、緊急やむを得ない場合については、事前に内閣総理大臣に協議すること。 

エ 「被災した住宅の応急修理」又は「障害物の除去」との併給は認められないこと。 

（３）期間 

ア 法による建設型応急住宅は災害発生の日から２０日以内に着工し、賃貸型応急住宅、又はその他による

供与するものについては、災害発生の日から速やかに提供できるよう努めること。これにより難いときに

は内閣総理大臣に協議して延長することを原則とする。 

イ 建設型応急住宅の供与期間の上限については、建築基準法上の応急仮設建築物に係る存続期間を踏ま

え、原則２年としている（賃貸型応急住宅については建築基準法上の問題は生じないが、建設型応急住

宅との均衡を図るため、供与期間の上限を同じく原則２年としている。）。 

その上で、「特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する法律」（平成８

年法律第 85 号。以下「法」という。）に基づき、政令により、法第２条第１項の特定非常災害として指定さ

れていることを前提として、この供与期間を延長する必要が生じた場合は、内閣総理大臣に協議の上、同

意を得た後に、供与期間の延長を行うことができる（賃貸型応急住宅についても同様とする。）。 

 

【参考１】具体的事例 

阪神・淡路大震災、新潟県中越地震、東日本大震災及び熊本地震では、「特定非常災害の被害者の権利

利益の保全等を図るための特別措置に関する法律」が適用され、建築基準法上の応急仮設建築物として

存続期間が延長され、これに伴い、災害救助法に基づく応急仮設住宅の供与期間延長の特別基準の協

議を行い、国の同意の上、供与期間を延長した。 

【参考２】特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する法律 

（特定非常災害及びこれに対し適用すべき措置の指定） 

第２条 著しく異常かつ激甚な非常災害であって、当該非常災害の被害者の行政上の権利利益の保全等

を図り、又は当該非常災害により債務超過となった法人の存立、当該非常災害により相続の承認

若しくは放棄をすべきか否かの判断を的確に行うことが困難となった者の保護、当該非常災害に

起因する民事に関する紛争の迅速かつ円滑な解決若しくは当該非常災害に係る応急仮設住宅
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の入居者の居住の安定に資するための措置を講ずることが特に必要と認められるものが発生し

た場合には、当該非常災害を特定非常災害として政令で指定するものとする。この場合において、

当該政令には、当該特定非常災害が発生した日を特定非常災害発生日として定めるものとする。 

２ 前項の政令においては、次条以下に定める措置のうち当該特定非常災害に対し適用すべき措置

を指定しなければならない。当該指定の後、新たにその余の措置を適用する必要が生じたときは、

当該措置を政令で追加して指定するものとする。 

（建築基準法による応急仮設住宅の存続期間の特例に関する措置） 

第８条 建築基準法第２条第３５号の特定行政庁は、同法第８５条第１項の非常災害又は同条第２項の災

害が特定非常災害である場合において、被災者の住宅の需要に応ずるに足りる適当な住宅が不

足するため同条第４項に規定する期間を超えて当該被災者の居住の用に供されている応急仮設

建築物である住宅を存続させる必要があり、かつ、安全上、防火上及び衛生上支障がないと認め

るときは、同項の規定にかかわらず、更に１年を超えない範囲内において同項の許可の期間を延

長することができる。当該延長に係る期間が満了した場合において、これを更に延長しようとする

ときも、同様とする。 

（４）基準額 

ア 法による応急仮設住宅の１戸当たりの規模及びその設置のため支出できる費用は、基準告示に定める規

模及び額以内とする。 

（ア）建設型応急住宅１戸当たりの規模及びその設置のため支出できる費用は、１戸当たりの平均を示した

ものであり、全体の平均がこの範囲内であれば差し支えない。 

① 個々の建設型応急住宅の建設に当たっては、１戸建て又は共同住宅形式のもの、共同生活の可能な

ものなど、多様なタイプのものを供与して差し支えない。 

また、被災者の家族構成、心身の状況、立地条件等を勘案し、広さ、間取り及び仕様の異なるものを

設置することも差し支えない。 

② 迅速性が要求されることから画一的なものの整備に陥りやすいが、時間的な余裕があれば、個々の

身体状況や生活様式、単身や多人数世帯等の世帯構成等、様々な世帯の入居に対応できるよう、多

様なタイプの応急仮設住宅を提供することがむしろ望ましい。 

また、災害直後の心理的なケアを考慮し、デザイン、色彩等を工夫することにより、快適な生活環境を

造ることも検討すること。 

③ 大規模災害等で多くの建設型応急住宅を設置する場合、迅速性が要求されるため、同一敷地に同一

規格のものを機械的に設置しがちであるが、長期化も想定されるので、できる限り設置後の街並みや

地域社会づくりにも配慮し、安全性及び迅速性を損ねない範囲で、設置位置の工夫や、異なるタイプ

のものを組み合わせる等の方法を検討することが望ましい。 

④ 大規模災害等の発生直後においては、個々の需要の把握は極めて困難であることから、当該地域の

平均的な家族構成、心身の状況等を勘案し、応急仮設住宅の供与を希望する世帯を集計し、当面は、

それにより、広さ、間取り及び仕様の異なるものの割合等を定めて建設を始めることが現実的方法と

考えられる。 

⑤ 市街地等で十分な建設用地が得られない場合には、省スペース化を図るため、炊事場、トイレ、風呂

等を共用するタイプの設置も検討すること。 
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⑥ 大規模な建設型応急住宅の建設に当たっては、完成までに時間を要するため、ライフラインの施工業

者と連携を図り、小規模単位での完成・引渡しを行い、入居時期を早めることを検討すること。 

⑦ 高齢者・障害者等の利用に配慮した住宅の仕様はだれにとっても利用しやすいことから、通常の建設

型応急住宅にあってもできる限り物理的障壁の除去された（バリアフリー）仕様とすること及び車椅子

等に乗車したままでも日常生活が営めるよう工夫を施すことが望ましい。 

⑧ 建設型応急住宅の建設に当たっては、相応の理由があるときを除き、規格、規模、構造、単価等の面

で市町村間の格差が生じ、被災者に不公平感を与えないよう、都道府県は広域的な調整を行うこと。 

（イ）法による建設型応急住宅の設置のため支出できる費用には、資材費、労務費、附帯設備費、輸送費、

建築事務費、解体撤去費等を含むものである。また、賃貸型応急住宅、又はその他により供与するも

のである場合の支出できる費用には家賃、共益費、敷金、礼金、退去修繕負担金、仲介手数料、火災

保険料等、民間賃貸住宅等の貸主、仲介業者との契約に不可欠なものを含むとして、地域の実情に

応じた額とする。ただし、光熱水費、駐車場料及びペット飼育追加料等については自己負担を原則とす

る。 

① 建築工事関係者を法第７条の規定による従事命令によって従事させた場合、当該従事者の実費弁償

の額は、原則として法による応急仮設住宅の設置のため支出できる費用に含むものとする。 

② 高齢者、障害者等の安全や利便に配慮した構造・設備とするための費用、暑さ寒さ対策のための断

熱材等の費用、敷地内の建物に附帯する屋内外各種設備の整備費用は一定程度の範囲で含まれて

いる。 

なお、基準告示に定める建設型応急住宅の設置のために支出できる費用の算定に当たって想定され

ている費用は、次の費用である。 

ａ 酷暑地や極寒地を除く地域における暑さ寒さ対策のため躯体に使用する断熱材の費用 

ｂ 特別な仕様を除く便所、風呂及び給湯器（風呂用、台所可もあり）等の整備費用 

ｃ 建設型応急住宅の周辺の屋外及び屋内の給排水等の衛生設備、電気設備及びガス設備（ガス台

含む）等の整備費用 

ｄ 段差解消を図るための手すり、スロープ等を一部に設置する費用 

③ 敷地内の外灯、簡易舗装等の外構整備及び冷暖房機器等の建物に附帯する設備については、建設型

応急住宅の附帯設備として認められるので、次により取り扱うこと。 

ａ 法による建設型応急住宅の設置のため支出できる費用の額以内で整備できる場合は整備して差し

支えない。 

ｂ 基準告示に定める建設型応急住宅の設置のため支出できる費用の算定上、常時必要な設備と予

定していないので、この費用の額以内で整備できないが、特に必要と認められる場合は、事前に内

閣総理大臣に協議すること。 

④ 建物に附帯しない器具・備品の類は、原則として建設型応急住宅の附帯設備の対象とならない（ガス台、

電灯の傘等は附帯設備とされている。）ので、被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与等として

取り扱うこと。 
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【参考】「建設型応急住宅の附帯設備」と「被服、寝具その他生活必需品」 

・ 建設型応急住宅の一部となる附帯設備は、原則として設置工事を伴い、躯体に固定された（持ち運び

できない）設備をいう。 

・ 持ち運びできる器具等は原則として被服、寝具その他生活必需品の範囲に含まれると解される。 

・ 建設型応急住宅の引き渡し時に整備済みの電球、電灯の傘、ガス台、消火器等の類は、特例的に法

による応急仮設住宅の費用として差し支えない。 

（注１）法による建設型応急住宅は、通常の住宅と異なり、その性格から、何の準備もない者が、直ぐに入

居して使用できるように、最低限の整備がなされているのが通常だからである。 

（注２）電球、電灯の傘、ガス台等について、被服、寝具その他生活必需品で対応することも勿論差し支え

ないが、この場合、同費用で建設型応急住宅にあらかじめ整備して入居させるか、入居後に直ちに給

与又は貸与するように留意すること。 

⑤ 建設型応急住宅の防災対策等を強化するために、次の設備、備品を整備した場合には、これに要する

経費については、災害救助法の国庫負担の対象となるため、具体的な整備に当たっては、それぞれ

の必要性を踏まえつつ、優先順位をつけて実施されたい。 

a 建設型応急住宅の野外に設置されている消火器に加えて、各住戸内への消火器の設置 

b 集会所、談話室へのＡＥＤ（自動体外式除細動器）の設置（なお、設置に当たっては、必要な場合に

活用できるよう、管理者等に定めるなど適切な管理を行うこと。） 

ｃ 各住戸、集会所及び談話室内への消防法令に定める煙感知器や非常ベルの設置 

⑥ 法による建設型応急住宅の建設用地は公有地を原則とするほか、特に問題がないときの被災者の土

地等、無償提供される土地を予定している。ただし、多くの建設型応急住宅の建設が必要な場合等に

おいては民有地の借上げについても認められる。 

 

イ 建築資材等をリースにより法による建設型応急住宅を設置するとき（以下、「リース方式」という。）は、次に

より取り扱うこと。 

（ア）リース方式の場合は、次年度以降に費用負担が生じる可能性があるが、災害救助費が翌年度にわた

る債務負担を想定していないことから、契約は単年度毎の契約とし、（イ）により年度毎に必要な経費を

支出することが原則であるが、従来（ウ）により取り扱う事例も多い。 

（イ）単年度契約とし、年度毎に必要な経費を支出する場合は、各年度の建設型応急住宅の設置のため支

出できる費用の額、次年度以降の設置継続の要否及びその期間、次年度以降の予算措置、契約の方

法等の問題があるので、事前に内閣府と連絡調整を図ること。 

（ウ）リース方式により法による建設型応急住宅を設置し、建築資材の２年間分のリース料、解体撤去時の

解体撤去費用等を含め、前払として設置年度に支払った場合は、次の理由からその額を当該年度の

費用として差し支えないこととしている。 

なお、設置年度に前払いできる費用は、原則として契約時に払う２年間分以内の建築資材等のリース

料及び解体時の解体撤去費（最低限必要な敷地復旧費を含む。）の範囲内に限る。 

① 当該年度に支出したものであること。 

② リース方式の場合、経費の大半が建設に伴う工事費であり、このほか、建築資材の２年間分のリ

ース料及び解体撤去時の解体撤去費用等を含めて当初に一括払いの契約が行われているのが通例

であること。 
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③ 入居者の精神的安定を図るため、一定期間の居住期間を確実に確保しておく必要があること。 

（エ）リース方式による法による建設型応急住宅を（ウ）により取り扱い、２年末満で供与を中止する場合は、

原則として次によること。 

① ２年間の供与を想定して支出できる費用を定めていることから、原則として、契約に当たっては、極め

て短期間のうちに途中解約した場合には返還金が生じる契約とすること。 

② 概ね２年程度の供与が予定され、途中解約時に返還を求める契約より返還を求めない契約の方が割

安となるなどの理由により、返還を求めない契約をする場合は、契約前に内閣府と十分に調整を図る

こと。この場合、交付決定時の交付条件が変わるので特に留意すること。 

③ リース料に返還金が生じた場合、災害救助費負担金の確定時に精算することができる場合は、確定

時に精算すること。確定後に返還金が生じた場合には、その返還金の一部を国庫に返還すること。 

（５）留意点 

ア 法による建設型応急住宅（リース方式によるものは除く）は、その設置後は補助事業により取得した都道

府県の財産となり、都道府県によって維持・管理されることを原則とする。 

（ア）補助事業により設置した建設型応急住宅は、設置後２年間は、内閣総理大臣の承認を受けないで、目

的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸付け又は担保に供してはならない。 

【参考】災害救助費負担金交付要綱 

（財産の処分の制限） 

第１３条 取得財産等のうち処分を制限する財産は、取得価格又は効用の増加した価格が単価５０万円以

上の機械、器具、備品その他の財産とする。 

２ 適正化法第２２条及び適正化法施行令第１４条第１項第２号の規定に基づき大臣が定める財産の処分

を制限する期間は、補助金交付の目的及び減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大

蔵省令第１５号）の別表第１及び第２に定める期間並びに第４表に定める期間とする。 

 

３ 都道府県は、本事業によって取得した財産について、前項の規定により定められた期間内において、

負担金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け又は担保に供しようとするときは、申

請書を大臣に提出し、あらかじめ承認を受けなければならない。 

 

（イ）財産処分の制限期間内は、内閣総理大臣の承認を得て処分することが必要であるが、通常、換価処

分できるものは換価処分し、その収入は解体撤去等の処分のために必要となる経費に充て、なお残余

があるときに負担率に応じた国庫返還金が課される。 

（ウ）解体撤去等に要する費用等は、災害救助費で負担できる。ただし、救助が終了し、内閣総理大臣の定

める処分制限期間経過後においては有償譲渡等を含め都道府県の定めるところであり、都道府県の

判断により救助以外の目的で使用する場合においては、都道府県が負担する。 

 

イ 建設型応急住宅の建設、賃貸型応急住宅の借上げのほか次によること。 

（ア）個々に移動又は設置が可能な、いわゆるトレーラーハウス、モバイルハウス及びキャンピングカーなど、

その他のものといった多様なタイプのものによる提供にあたっては次の点を考慮すること。 
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・建築基準法上の取扱いに準拠させた上で、仕様等が応急仮設住宅として適切かどうか都道府県にお

いて判断すること。 

・給排水設備、電力等の接続工事、設置する敷地の整地工事などの付帯工事が必要となることが想定

される。 

・提供期間中、事業者によって維持管理及び補修等が行われる体制を確保すること。 

（イ）公有の倉庫等を、基準告示に定める建設型応急住宅設置のため支出できる費用を大幅に下回る額の

範囲で改造等を行い、法による建設型応急住宅として供与することは、特例的に認めることもあるので

内閣府と連絡調整を図ること。 

（ウ）公有の倉庫等を改造して法による建設型応急住宅として利用する場合は、改造後の居住性等を十分

に勘案するとともに、供与期間終了後の退去等にも問題が生じないよう十分に配慮する必要があるこ

と。 

（エ）特に、被災者自身の所有する建物等を改造し、法による建設型応急住宅として供与することは制度の

趣旨から原則として認められない。 

ウ 法による建設型応急住宅の供与は、通常は行政を経由しない次のような経費を除き、無償で提供される

のが通例である。 

なお、内閣総理大臣が定める処分制限期間内に何らかの収入があった場合は、その内容によって国庫負

担相当額が返還となる場合もあるので、内閣府と事前に連絡調整を図ること。 

また、内閣総理大臣が定める処分制限期間経過後は、例え有償で提供されるなどの場合であっても、原

則として国庫への返還は必要ない。 

（ア）個人が負担すべき応急仮設住宅の維持及び管理に必要な経費 

（イ）入居者の自治会等が徴収する共益費等 

エ 応急仮設住宅への入居決定に当たっては次の点に留意すること。 

（ア）応急仮設住宅への入居決定は、個々の世帯の必要度に応じて決定されるべきであることから抽選等

により行わないこと。 

ただし、入居の順番又は希望する応急仮設住宅への割り当て等については必ずしもこの限りではな

い。 

（イ）入居決定に当たっては、高齢者・障害者等を優先すべきであるが、応急仮設住宅での生活の長期化も

想定し、地域による互助等ができるように、高齢者・障害者等が一定の地域の応急仮設住宅に集中し

ないよう配慮すること。 

また、従前地区のコミュニティを維持することも必要であり、単一世帯ごとではなく、従前地区の数世帯

単位での入居方法も検討すること。 

（ウ）応急仮設住宅は、入居者に対し一時的に居住の場を提供するためのものであり、一定の期間が経過

した後は撤去される、あるいは退去すべき性格のものであることを十分説明し、理解を得ておくこと。 

オ 応急仮設住宅は、一時的居住の場ではあるが、一定期間はそこで生活が営まれるものであることから、次

の点に留意の上、地域社会づくりにも配慮すること。 

（ア）応急仮設住宅入居者が地域内で孤立しないよう、周辺住民との交流が図られるよう配慮すること。 

（イ）大規模な建設型応急住宅団地を設置したときには、団地内の地域社会づくりを進めるために自治会な

どの育成を図ること。特に長期化が想定されるときには、これらの拠点として建設型応急住宅への集

会施設の設置についても検討すること。 
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（ウ）建設型応急住宅の集会施設は住民による自主的運営を原則とし、各種行事等のために活用されるも

のであるが、都道府県又は市町村、その他による生活支援情報や保健・福祉サービス等を提供する

場所としての活用も可能である。 

また、各種の情報入手が可能となるよう、必要に応じ情報通信機器の配備等を図ること。 

（エ）高齢者や単身入居者等の孤立しがちな者に対しては、自治会等を中心に、民生委員やボランティア等

の連携体制（ネットワーク）による見守り活動や各種保健・福祉サービス等の提供が行われるよう配慮

すること。 

カ 法による応急仮設住宅への入居後は、一般的に法による救助を必要とする状況は解消されたと考えられ、

法による救助は行われないのが通例であるので、次により、入居者が必要とする一般対策（災害復旧対

策等を含む。）が十分に行き渡るよう配慮すること。 

（ア）関係市町村と連携を密にし、応急仮設住宅入居者に対し、保健・医療・福祉、住宅・就職相談等、各種

行政サービスが提供されるよう配慮すること。 

（イ）特に、大規模災害等の後には、心的外傷後ストレス障害（Post Traumatic StressDisorder, PTSD）に対

応するため、中長期的な精神保健対策の実施に留意すること。 

（ウ）被災者によっては精神的な打撃のため要望等が顕在化しない事例も予想されることから、民生委員、

保健師、その他各種行政相談員の訪問等により生活面や保健、医療面でのニーズの積極的な把握に

努めること。 

（エ）行政サービスの提供に当たっては、（ウ）のような事例に留意し、通常の場合以上に利用者の便宜を考

え、関係者が相互に連絡を取り合い、必要に応じチーム方式で対応する等、関係部局の連携が図られ

るよう配慮すること。 

（オ）大規模な建設型応急住宅団地には、入居者の日常生活の利便性の向上を図るため、必要に応じ商業

施設の設置、路線バスの増・新設等を行うこと。 

キ 法による応急仮設住宅はあくまでも一時的な仮の住まいであり、経過的な状況にあることを認識し、次の

点に留意の上、関係部局とも連携を図り、被災者の恒久住宅への移転を推進・支援し、応急仮設住宅の

早期解消に努めること。 

（ア）恒久住宅需要の的確な把握 

（イ）住宅再建に対する支援策の周知徹底 

（ウ）公営住宅等の建設計画や入居条件等の早期提示とその周知 

（エ）高齢者等に配慮した公営住宅等の建設、社会福祉施設等への入所等 

（オ）その他住宅等に関する十分な情報の提供等 

 

【参考】平成２７年９月関東・東北豪雨災害においては、民間企業より住宅の短期の無償提供の申し

出があった。 

※なお、このような場合は、被災者に対し、申し出を受けることで自力再建を果たしたとみなすこ

とから、災害救助法による応急仮設住宅の提供は受けられない旨、よく説明しておくこと。 

 

ク 高齢者、障害者等、日常の生活上特別な配慮を要する者を数名以上入居させるため、次により老人居宅

介護等事業等を利用しやすい構造及び設備を有する応急仮設住宅（以下「福祉仮設住宅」という。）を設

置できる。 
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（ア）福祉仮設住宅は、段差解消のためのスロープの整備及び手すりの設置等に配慮するほか、その他の

設備・構造面においても、高齢者、障害者等の安全及び利便に配慮すること。 

（イ）福祉仮設住宅は、老人居宅介護等事業等による生活援助員等による支援や居住者の互助が図られ

易くするため、生活援助員室や共同利用室を設置できるほか、調理室、風呂、便所等の一部又は全部

の共同利用を前提とした設備とすることができる。 

（ウ）福祉仮設住宅は、被災者に提供される部屋数をもって応急仮設住宅の設置戸数として差し支えない。 

したがって、共同で利用する便所、風呂、調理室等の設備は勿論、老人居宅介護等事業等により常駐

する生活援助員等の部屋も設置戸数としては数えないこととして差し支えない。 

（エ）福祉仮設住宅の生活援助員は、必要に応じて老人居宅介護等事業等により配置することが予定され

ており、本法により配置することは予定していないので、次の点について担当部局と十分に連携を図る

必要がある。 

① 必要に応じて保健福祉施策により生活援助員を配置すること。 

② その他、居住者が必要とする保健福祉サービス等が適切に提供される体制を整備すること。 

ケ 建設型応急住宅の集会施設は、概ね５０戸以上の建設型応急住宅を概ね一つの敷地内に設置した場合

に、居住者の集会等に利用するため設置できること。 

また、この場合、地域のコミュニティを確保するなど特別な事情等があると認められるときは、内閣総理大

臣と協議の上、１０戸以上５０戸未満で集会等に利用できる小規模な施設を設置できること。 

（ア）概ね一つの敷地内に設置した場合とは、同一敷地内のほか、近接する地域内に設置する場合も含

む。 

（イ）１施設当たりの規模及びその設置のため支出できる費用は内閣府と協議して個別に定めること。 

（ウ）光熱水料等の維持管理費は都道府県が負担すること。ただし、市町村が各種サービスの提供に利用

するため、その一部又は全部を負担すること、また、利用者の使用に当たっての実費徴収を妨げるも

のではない。 

（エ）管理運営は原則として都道府県が行うこと。ただし、市町村又は建設型応急住宅入居者による自治会

に委託することは差し支えない。 

（オ）（ウ）及び（エ）のただし書きによる場合、関係者の協議により定めること。この際、都道府県は市町村

等に過度の負担を課してはならない。 

（カ）建設型応急住宅の集会施設は、次により、建設型応急住宅の一部として設置できることとしている。 

① 建設型応急住宅の集会施設は、マンション等の集合住宅の共用施設の如きものと考え、共同生活

型の建設型応急住宅の共用設備と同様に、建設型応急住宅の一部として設けることができることとし

たものである。 

② 建設型応急住宅の一部であるから、通常は基準告示に定める１戸当たりの規模及び設置のため支

出できる費用の範囲で対応すべきであるが、５０戸以上という比較的大規模な仮設住宅には、これを

超えて別に設置できることとしたものである。 

コ 賃貸型応急住宅においては、被災者が様々な賃貸物件に居住していることから、これまで被災者のコミュ

ニティ等に利用できる施設を設置していないのが実情である。このため、賃貸型応急住宅に入居中の被

災者の孤立防止や日常生活の様々な相談対応等に利用できる地域のコミュニティ等（集会施設）を次によ

り設置できること。 



別－28 

（ア）賃貸型応急住宅についても、集会施設を設置することを可能とすることとしたので、必要に応じて、地

域の実情や高齢者・障害者等の利用にも配慮した、集会等に利用するための施設の設置を検討する

こと。 

（イ）集会施設は、地域の公民館やコミュニティセンター、既存の物件（商店街の空き店舗や古民家等）や民

間賃貸住宅の借り上げにより設置すること。（新たな集会施設の建設は認めない。） 

（ウ）また、地域の実情に応じて、被災者を受け入れ易いよう駐車場が併設されている施設が望ましい。 

（エ）集会等に利用するための施設を設置する場合の借り上げ経費については、事前に内閣総理大臣への

協議を行われたい。（集会等に利用するための施設の光熱水料等の維持管理費や管理運営について

は、建設型応急住宅の取扱いと同等とする。） 

 

（６）必要な書類 

法による応急仮設住宅を設置し、被災者を入居させた場合は、原則として次に掲げる書類、帳簿等を整備し、

保存すること。ただし、これらの整備等が著しく困難な場合には、できる限りこれらに代わるものを整備保存す

ること。 

ア 救助実施記録日計票 

イ 応急仮設住宅台帳 

ウ 応急仮設住宅用敷地賃借契約書 

エ 応急仮設住宅使用賃借契約書 

オ 応急仮設住宅建築に係る原材料購入契約書、工事契約書、その他設計書、仕様書等 

カ 応急仮設住宅建築に係る工事代金等支払証拠書類 

 

 

９ 被災した住宅の応急修理 

（１）応急修理の実施 

災害が発生したときには、必要に応じて建設事業者団体等の協力を得て、速やかに法による住宅の応

急修理が必要な住宅の応急修理を行うこと。 

また、円滑に応急修理を実施するため、実施要領（別添３「（災害名）における住宅の応急修理実施要領

（例）」参照）を定めるとともに、あらかじめ応急修理を実施する事業者を指定しておく等手続きの簡素化を

図られたい。 

【参考】住宅の応急修理制度の拡充「一部損壊（準半壊）」（仮称）の創設 

令和元年 8月の豪雨災害や台風第 15号による災害により、極めて多くの家屋に被害が生じ、被

災者の日常の生活に著しい支障が生じたことから、応急修理制度を拡充し、恒久的制度として、一

部損壊の住家のうち損害割合が 10％以上の被害が生じたもの（以下「一部損壊（準半壊）」とい

う。）について支援の対象とすることとした。 

※ 損害割合 10％以上 20％未満の被害の住家に対し、り災証明書の「被害の程度」欄には、少

なくとも「全壊」、「大規模半壊」、「半壊」、「一部損壊（準半壊）」及び「一部損壊（10％未満）」

の区分を記載すること。さらに、地方公共団体の独自支援策において必要とされる場合には、

これら以外の区分を記載することも考えられる。 
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（２）期間 

法による住宅の応急修理は、災害発生の日から１月以内に完了するよう努めることとなっているが、災

害の規模や被災地の実態等によっては、１月以上実施に要する事例もあることから、あらかじめ事態等に

即した必要な期間を内閣総理大臣と協議の上、実施期間の延長を行うこと。 

【参考】平成１９年（２００７年）能登半島地震においては、被災地は、産業基盤が他の地域に比較して低位

にある半島振興対策実施地域として指定されており（半島振興法）、実際に修理業者が不足して

おり、また、他都市からの修理業者の応援等についても、半島地域であることからそれほど多くは

見込めないため、同年３月２５日から７月２５日迄の期間の延長をあらかじめ特別基準として対応

した。 

 

（３）対象者 

法による住宅の応急修理は、災害のため住家が半壊、半焼若しくはこれらに準ずる程度の損傷を受け、

自らの資力では応急修理をすることができない者（「半壊」及び「一部損壊（準半壊）」）又は大規模な補修

を行わなければ居住することが困難である程度に住家が半壊した者（「大規模半壊」）に対して、災害のた

め住家に被害を受け、そのままでは住むことができない状態にあるが、破損箇所に手を加えれば、何とか

日常生活を営むことができるような場合に、必要最小限の修理を行うものである。 

また、実施に当たっては、応急修理を行うことによって避難所等への避難を要しなくなると見込まれる場

合であって、かつ、応急仮設住宅（民間賃貸住宅の借り上げを含む）を利用しない場合が対象となる。そ

の趣旨は、法に基づく応急修理は、住家が半壊等の被害を受け、そのままでは住むことはできないが、そ

の破損箇所に手を加えれば、何とか日常生活を営むことができるようにするものであるのに対し、応急仮

設住宅の供与は、住宅が滅失し、自らの資力では住宅を確保できない者に対し、仮の住まいとして提供さ

れるものであるので、その対象が異なるためである。 

ア 法による住宅の応急修理は、災害により受けた住宅の被害等を補償するものではないので、日常生活に

不可欠な部分の応急的な修理のみを対象とする。 

ただし、被災者が自宅にいる場合であっても、日常生活に不可欠な部分に被害があれば、住宅の応急修

理の対象として差し支えない。 

イ 住家が半壊、半焼又は一部損壊（準半壊）の被害を受けていても、残存した部分において差し当たりの生

活に支障がないときは、法による住宅の応急修理の対象とはならない。 

ウ 災害のため住家が半壊、半焼又は一部損壊（準半壊）の被害を受け、自らの資力では応急修理をすること

ができない者については、都道府県又は市町村において、「資力に関する申出書」（別紙様式２）を基に、

その被災者の資力を把握し、ある程度資力がある場合は、ローン等個別事情を勘案し、判断する。資力

要件については、制度の趣旨を十分理解して運用すること。 

※ 平成 28年５月までは前年（又は前前年）の世帯収入について確認を求めていたが、この要件が撤

廃となり、所得証明書等により資力を把握すれば応急修理を実施できることとなった。（大規模半壊

又は全壊の住家被害を受けた世帯については、資力要件を問わない。）また、更なる弾力運用を図

るため、「資力に関する申出書」（別紙様式２）を提出するだけでよいこととし令和元年 10月には、事

務連絡を発出して、その取扱いについて改めて明確化を図ったところである。 
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エ 法による住宅の応急修理は、直接災害により住家に被害を受けたもののみを対象とすることを原則として

いるが、これは災害以外の理由によるものは、その原因者による賠償等で対応されるのが原則であるか

らである。 

したがって、地震等により引き起こされた火災や地滑り等の二次災害、消火活動の破壊消防による損壊

等は対象となり、その他、真にやむを得ない事情がある場合には、内閣総理大臣と協議の上、実施できる

こととされている。 

オ 全壊又は全焼等の住家は、修理を行えない程度の被害を受けた住家であるので、法による住宅の応急修

理の対象とはならないものであること。 

ただし、全壊等であっても修理すれば居住することが可能なら、内閣総理大臣と協議のうえ、住宅の応急

修理の対象とすることが可能となっている。 

カ 借家等の取扱いについては次によること。 

（ア）借家等は、通常はその所有者が修理を行うものである。 

（イ）借家等の所有者は、自らの資力をもって応急修理をできるだけの相当額の貯金又は不動産がなく、応

急修理をできるだけの一時的な借金ができないとは考えにくいが、住宅の修理は前述のとおり住宅の

再建又は住宅の損害補償を行うものではなく、生活の場を確保するものであるから、借家等であっても、

所有者が修理を行わず、また、居住者の資力をもってしては修理できないため、現に居住する場所が

ない場合は、応急修理を行って差し支えない。この場合、住宅所有者に行うものではないことから、そ

こに居住する世帯の数により行って差し支えない。 

（ウ）１人の者が複数の借家等を所有する場合、通常は所有者に修理する資力がないとは考え難いが、現

に所有者が修理を行わず、居住者の資力をもって修理し難い場合は、そこに生活する世帯が複数であ

れば、それぞれの世帯単位（ただし、２世帯以上で通常の１戸の住宅に居住していた場合は、原則とし

て１戸とすること。）に、その支出できる費用の額以内で行って差し支えない。 

（４）基準額 

法による住宅の応急修理は、居室、炊事場及び便所等日常生活に必要最小限度の部分に対し、現物を

もって行うものとし、その修理のため支出できる費用は、基準告示に定める額以内とする。 

ア 法による住宅の応急修理のため支出できる費用は、原材料費、労務費、輸送費及び修理事務費等一切

の経費を含むものである。 

したがって、大工、左官等の工事関係者を法第７条の規定による従事命令によって従事させたときにおい

ては、これら従事者の実費弁償の額についても、住宅の応急修理のために支出できる費用の額に含まれ

るものである。 

イ 同一住家（１戸）に２以上の世帯が居住している場合に住宅の応急修理のため支出できる費用の額は、１

世帯当たりの額以内とすることを原則とする。 

（５）留意点 

ア 応急修理の範囲 

住宅の応急修理の対象範囲は、屋根等の基本部分、ドア等の開口部、上下水道等の配管・配線、トイレ

等の衛生設備の日常生活に必要欠くことのできない部分であって、緊急に応急修理を行うことが適当な箇

所について、実施することとする。 

（ア）基本的考え方 

応急修理の箇所や方法等についての基本的考え方は、以下のとおりとする。 
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① 災害の被害と直接関係ある修理のみが対象となる。 

② 内装に関するものは原則として対象外とする。 

ただし、床や外壁の修理と併せて畳等や壁紙の補修が行われる場合については、以下の取扱とする。 

応急修理は、一般的には、より緊急を要する部分から実施すべきものであり、通常、畳等や壁紙の補

修は、優先度が低いと解される。また、壊れた外壁の修理とともに壁紙の補修を実施する場合には、当

該壁の部分に限り対象とする。 

③ 修理の方法は、柱の応急修理が不可能な場合に壁を新設するなど代替措置でも可とする。 

④ 家電製品は対象外である。 

【参考】住宅の応急修理にかかる工事例 

・ 壊れた屋根の補修（瓦葺屋根を鋼板葺屋根に変更するなどの屋根瓦材の変更を含む） 

・ 傾いた柱の家起こし（筋交の取替、耐震合板の打付等の耐震性確保のための措置を伴うものに限

る） 

・ 破損した柱梁等の構造部材の取替・ 壊れた床の補修（床の補修と併せて行わざるを得ない必要

最小限の畳の補修を含む。） 

・ 壊れた外壁の補修（土壁を板壁に変更する等の壁材の変更を含む。外壁の修理とともに壁紙の補

修を実施する場合には、当該壁の部分に限り対象とする） 

・ 壊れた基礎の補修（無筋基礎の場合には、鉄筋コンクリートによる耐震補強を含む） 

・ 壊れた戸、窓の補修（破損したガラス、カギの取替を含む） 

・ 壊れた給排気設備の取替 

・ 上下水道配管の水漏れ部分の補修（配管埋め込み部分の壁等のタイルの補修を含む） 

・ 電気、ガス、電話等の配管の配線の補修（スイッチ、コンセント、ブラケット、ガス栓、ジャックを含

む） 

・ 壊れた便器、浴槽等の衛生設備の取替（便器はロータンクを含むが、洗浄機能の付加された部分

は含まない。設備の取替と併せて行わざるを得ない最小限の床、壁の補修を含む） 

 

イ 手続きの流れ 

（ア）災害発生前にあらかじめ行っておくこと 

① 都道府県又は事務委任を受ける市町村（以下、「都道府県等」という。）が、応急修理（全体の手続の

流れ、書類の記入方法、修理箇所の範囲等）について、業者に周知する。 

② 都道府県等が業者指定を行う。必要に応じて追加削除等の指定業者リストの管理を行うこと。 

（イ）災害発生後の手続き 

都道府県等は、被災者に対する住宅相談窓口を開設し、業者の斡旋と合わせて応急修理制度の概要

を説明する。以後の手続きは図１及び図２のとおり。 
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住宅の応急修理に係る県と市町村の事務分担 

実施項目 千葉県業務 市町村業務 

① 県・市町村の担当責任者の確定（土木、住宅、

建築部局への協力要請含む。） 
○ ○ 

○ × ② 内閣府への特別協議の実施

③ 被害認定調査の実施

④ り災証明書の発行

⑤ 修理業者への業務内容説明

⑥ 住宅の応急修理に関する相談窓口の設置

（障害物の除去等と同一の相談窓口でも可） 

⑦ 被災者からの申込様式の作成

⑧ 県・市町村の申込受領に関する様式等の作成

⑨ 被災者からの申込受付、受領、審査

（被災住家の状況の確認（写真等で確認も可）） 

（被災者への十分な説明） 

⑩ 修理見積書の確認

⑪ 修理業者に対し、修理依頼書の発行請書の徴収

⑫ 修理業者に対し、工事完了報告書の提出の際

に、施行前・施行中・施工後写真の添付について

説明 

⑬ 修理業者からの工事完了報告書の受領、完了

検査の実施 

⑭ 修理業者からの請求書の提出の確認

⑮ 修理業者に対する負担行為・支払い

※ 倉庫や駐車場等の非住家は対象外

※ 県・市町村の業務分担を整理し、実施漏れがないことを確認すること
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別紙１ 
住宅の応急修理にかかる工事例 

１ 典型的な応急修理の工事例 

(１)壊れた屋根の補修（瓦葺屋根を鋼板葺屋根に変更するなどの屋根瓦材の変更
を含む。）

(２)傾いた柱の家起こし（筋交の取替、耐震合板の打付等の耐震性確保のための
措置を伴うものに限る。）

(３)破損した柱梁等の構造部材の取替
(４)壊れた床の補修（床の補修と併せて行わざるを得ない必要 小限の畳の補修
を含む。）

(５)壊れた外壁の補修（土壁を板壁に変更する等の壁材の変更を含む。外壁の修
理とともに壁紙の補修を実施する場合には、当該壁の部分に限り対象とする）

(６)壊れた基礎の補修（無筋基礎の場合には、鉄筋コンクリートによる耐震補強
を含む。）

(７)壊れた戸、窓の補修（破損したガラス、カギの取替を含む）
(８)壊れた給排気設備の取替
(９)上下水道配管の水漏れ部分の補修（配管埋め込み部分の壁等のタイルの補修
を含む） 

（10）電気、ガス、電話等の配管の配線の補修（スイッチ、コンセント、ブラケッ 
ト、ガス栓、ジャックを含む） 

（11）壊れた便器、浴槽等の衛生設備の取替（便器はロータンクを含むが、洗浄機
能の付加された部分は含まない。設備の取替と併せて行わざるを
得ない 小限の床、壁の補修を含む。）

２ 応急修理の基本的考え方 
（１）大雨の被害と直接関係ある修理のみが対象となる。

（例）○ 壊れた屋根の補修（屋根葺き材の変更は可） 
○ 壊れた便器の取り替え（×洗浄機能等の付帯したものは不可）
○ 割れたガラスの取り替え（取り替えるガラスはペアガラスでも可）  
×  壊れていない便器の取り替え 
×  古くなった壁紙の貼り替え 
× 古くなった屋根葺き材の取り替え 

(２)内装に関するものは原則として対象外であるが、床や壁の修理と併せて畳等
や壁紙の補修が行われる場合については、下記の取扱とする。
・　壊れた床の修理と合わせて畳等の補修を実施する場合は、日常生活に必要
　欠くことのできない部分の破損個所である場合にのみ対象とする。
・　壊れた壁の修理とともに壁紙の補修を実施する場合には、当該壁の部分に
　限り対象とする。 

（例）× 壊れた石膏ボードのみの取り替え 

×
○ 

畳や壁紙のみの補修
屋根の下地材が損傷し、雨漏りによって破損した床と畳の取り替え 

(３)修理の方法は代替措置でも可とする。
（例）○ 柱の応急修理が不可能な場合に壁を新設 

(４)家電製品は対象外である。
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（６）必要な書類

法による住宅の応急修理に当たっては、原則として次に掲げる書類、帳簿等を整備し、保存すること。

ただし、これらの整備等が著しく困難な場合には、できる限りこれらに代わるものを整備保存すること。 

（ア）救助実施記録日計票

（イ）住宅の応急修理記録簿

（ウ）住宅の応急修理のための契約書、仕様書等

（エ）住宅の応急修理関係支払証拠書類
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＜参考＞災害救助法による住宅の応急修理に関する Q＆A 
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別冊資料③ 災害時の住まいづくりに関する支援制度の概要 

≪被災者支援に関する各種制度（内閣府）≫ 

【出典】「被災者支援に関する各種制度の概要」，内閣府，令和元年１１月１日現在 

http://www.bousai.go.jp/taisaku/hisaisyagyousei/pdf/kakusyuseido_tsuujou.pdf 
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別冊資料④ 災害公営住宅制度の概要 

 

【災害公営住宅とは】 

・災害公営住宅は、地方公共団体が、災害により滅失した住宅に居住していた者で、自力での住宅再建が難し

い者に賃貸するために、公営住宅法に基づき建設等をするものである。 

・災害公営住宅の供給は、一般災害、激甚災害（激甚法に基づく）毎に、以下に示す対象市町村等の要件に基

づき実施される。滅失住宅の戸数については、地方整備局等による災害査定が実施される。 

・災害公営住宅の補助対象となる戸数の限度については、当該災害の被災地全体の滅失住宅戸数の 3割又は 5

割未満となる。したがって、災害公営住宅の整備を行う際には、当該事業主体の地域内の滅失戸数のみでは

判断できない場合も生じるため地方整備局等への相談が必要である。 

 

【一般公営住宅と災害公営住宅の制度の比較】 

 一般公営住宅 
災害公営住宅 

一般災害 激甚災害（激甚法） 

対象市町村の要件  

次の①～③の市町村等 ： 

①滅失住宅の戸数が被災地全

域で 500戸以上の区域、 

②一市町村の区域内の滅失

戸数が 200戸以上、 

③滅失住宅の戸数の割合が

当該市町村の住宅戸数の１

割以上 

次の①又は②の市町村 ： 

①「滅失」住宅の戸数が 100

戸以上、 

②「滅失」住宅の戸数の割合

が当該市町村の住宅戸数

の１割以上 

補助対象の戸数上限  
当該災害の被災地全体の滅

失住宅戸数の３割未満 

当該災害の被災地全体の滅

失住宅戸数の５割未満 

入居 

対象 

入居者資格 

収入分位 50％を限度に地方

公共団体が条例で定める収

入以下の者 

収入分位 50％を限度に地方

公共団体が条例で定める収入

以下の者 

当該災害により、「滅失」した

住宅に居住していた者につい

て、収入要件なし 

入居者制限 

なし 災害発生の日から 3年間は当

該災害により住宅を失った者※

1 

災害発生の日から 3年間は

当該災害により住宅を失った

者※1 

補助

率 

整備 

建設・買取 
国   ： 原則 50％ 

地方 ： 原則 50％ 

国   ： 2/3 

地方 ： 1/3 

国   ： 3/4 

地方 ： 1/4 

借上 

（共同施設整備

費のみ対象） 

国   ： 2/3×原則 50％ 

地方 ： 2/3×原則 50％ 

民間 ： 1/3 

国   ： 2/5 

地方 ： 2/5 

民間 ： 1/5 

国   ： 2/5 

地方 ： 2/5 

民間 ： 1/5 

家賃低廉化 20年間※2原則 50％ 20年間※2 2/3 
20年間※2 2/3 

（当初 5年間 3/4） 

※1 ： 用地取得を伴わない場合は 10年間 

※2 ： 災害公営住宅については、災害から３年が経過すれば、通常の公営住宅と同様に被災者以外の者を入居させることができる。 

 

 

 

 

引き上げ 

資料：大規模災害における災害公営住宅供給の基本的な考え方と取組事例（案） 平成 30 年３月 国土交通省住宅局 
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【災害公営住宅と一般公営住宅との相違点】 

・災害公営住宅と一般公営住宅との相違点として、供給計画段階では入居対象者が違うこと（対象者が多い）、

基本計画段階ではまとまった大量戸数の供給となることがあげられ、入居者像は高齢者等に偏りがちとなる。 

・供給計画段階では、災害公営住宅の対象者数に応じた供給フレームを検討することが必要となるので、被災

者再建意向調査などを複数回繰り返すなどによって、無理・無駄のない災害公営住宅の供給を目指すことが

求められる。 

・基本計画段階では、できるだけ早期に、地域特性などを踏まえつつ必要なエリアで一定量（通常にはない大

量数）の災害公営住宅を供給するために、あらかじめ平時に検討・準備できるような体制づくりや手順（整

備指針等の作成）、計画・設計方針（基本性能や間取り等）、発注準備（発注方式や発注先となる受け皿の準

備等）などを検討することが求められる。 

・また、災害公営住宅の入居者は災害弱者となりやすい高齢者等の入居に偏ることが想定されるので、計画・

設計・整備及び維持管理の各段階においてコミュニティ形成や見守り支援等の十分な配慮が必要である。 

 

■災害公営住宅の供給の流れと一般公営住宅との違い 

 

 意向調査の実施、必要戸数の推計等 

用地の確保 

供給計画の立案 

各敷地における基本計画検討 

設計・施工の発注方式検討 

間取りや仕様使用等の共通化等 

基本実施設計 

コミュニティ形成支援等 

供
給
計
画 

基
本
計
画 

設
計･ 

整
備
等 

＜一般公営住宅との違い＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

・高齢者等に偏りがち

な入居者 

 （自力再建等が困

難となる者は高齢

者等が多くなり、災

害公営住宅の入

居者は必然的に

高齢者等に偏る） 

上記を踏まえた基本実施設計・整備等 

整備 

入
居 

・入居対象者の違い 

  ＝ 対象者が「多い」 

 （特に、激甚災害の場合には収入要件

がないために入居対象者が住宅を失

った被災者全体となり、結果的に入居

希望者が多数となる） 

・一定期間内にまとまった大量戸数を供給 

 （発災後できるだけ早く災害公営住宅を

供給することが必要となり、結果的に

一定期間内に大量供給となる） 

入居のための準備 

資料：大規模災害における災害公営住宅供給の基本的な考え方と取組事例（案） 平成 30 年３月 国土交通省住宅局 
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【災害公営住宅の供給に係るコミュニティ配慮の検討要素（例）】 

テーマ 活用可能な技術・計画要素 

●これまでの住み慣れた環境やコ

ミュニティを継承する 

震災前のコミュニティの継承 

特定入居や集落単位で募集する 

親子世代が近居・隣居できる募集方法を取り入れる 

小規模散在型の住宅を整備する 

仮設住宅から連続した 

コミュニティの継承 

グループ単位で募集する 

仮設住宅に近接した場所に住宅を整備する 

仮設住宅を転用し住宅を整備する 

●団地や地域住民のつながりをつ

くる 

入居者同士が交流する機会の創出 

入居者と地域住民が交流する機会の創出 

●コミュニティ形成・多世代交流

に配慮した団地・住宅を計画す

る 

交流できる空間の形成 

共用空間（コモンスペース）を工夫する 

屋外空間を活用する 

集会所を地域に開く 

地域の生活拠点・交流拠点の形成 

地域包括ケアの拠点をつくる 

高齢者施設や子育て施設を併設する 

店舗や地域食堂を併設する 

●高齢者等の心をケアする 
高齢者が安心して住める住宅の 

整備 

高齢者に配慮した住宅仕様とする 

高齢者を見守る 

●子育て世帯を支援する 
子育て世帯が安心して子供を育てな

がら共働きできる環境の整備 

子育てに配慮した住宅仕様とする 

子育て支援サービスの拠点をつくる 

 

【将来的なストックマネジメントへの意識】 

・大規模災害の場合には、大量の災害公営住宅を整備することになり、これまで自治体が管理してきた公営住

宅ストック量の数倍のストック量に跳ね上がることも想定される。 

・このため、災害公営住宅だけでなく既存の公営住宅ストックを含めた公営住宅全体でのストックマネジメン

トが求められる。既存の老朽化した公営住宅の用途廃止などを考慮し、新規の災害公営住宅整備を検討する

など地域分布や住戸型別配分なども含めた検討が望ましい。 

・適切かつ計画的に公営住宅を維持管理していくためには、災害公営住宅整備後に既存公営住宅分も含めて中

長期的な視点に基づく「公営住宅長寿命化計画」を策定または見直しを行うことが必要である。 

・また、公営住宅ストック量の増大に伴い公営住宅の維持管理に係る業務量が増えることから、管理負担の軽

減や民間ノウハウの導入を図るために官民連携手法（民間事業者等への指定管理等）について検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：大規模災害における災害公営住宅供給の基本的な考え方と取組事例（案） 平成 30 年３月 国土交通省住宅局 
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別冊資料⑤ 平成 30年 7月豪雨に係る応急仮設住宅について（内閣府事務連絡） 

 

 

 

 

 

 

＜仮設期における被災者の住まいの支援について＞ 
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別冊資料⑥ 令和元年度台風第１９号等による被災者の住まい支援（福島県） 
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資料：福島県ホームページ 
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別冊資料⑦ 今後の住まい等の予定に関する調査の例（倉敷市・岡山県） 

＜避難所アンケート調査＞ 

今後の予定について（アンケート） 

豪雨により被災された皆様に心からお見舞い申し上げます。 
 倉敷市立の小・中学校では，９月３日から，２学期をスタートすることとしており， 
倉敷市では，学校再開に向けた，教育施設における避難所の統合・閉鎖を検討しており 
ます。 

その中で倉敷市では，被災された皆様が，一刻も早く，元の穏やかな生活を取り戻さ 
れますよう，教育施設ではない避難所を開設し，安心して再建のご準備を整えられるよ 
うご案内を行いたいと考えております。 
 つきましては，避難所におられる皆様のご意見をお聞きしたいと考えており，各ご家 
庭に対してアンケート調査を行うこととしました。 

お忙しいところ誠に恐れ入りますが，ご協力くださいますようお願い申し上げます。 

問１ 現時点（予定）における見通しを教えてください。 

（いずれか１つに○を付けてください） 

１ ９月２日までに避難所から居を移す予定 予定日（ 月 日） 

２ ９月末までには避難所から居を移す予定 予定日（ 月 日） 

３ 応急修理により自宅の修繕を行う予定だが，帰宅できる日が不明 

  （ ） 

４ みなし型仮設住宅への入居等は決まっているが，入居できる日が不明 

  （ ） 

５ 建設型仮設住宅への入居等は決まっているが，入居できる日が不明 

  （ ） 

６ いずれ居を移したいと思うが現時点では未定 

ア みなし型仮設住宅を探している。

イ 建設型仮設住宅の建設（再抽選）を待っている

ウ その他（ ） 

７ その他 （ ） 

問２ 問１で１以外に○をされた方について，避難所の移動についての考えをお聞かせ

ください。 

（番号に○を付けてください。複数回答可能。） 

１．船穂公民館 ２Ｆ を希望する 

２．船穂公民館 １Ｆ を希望する（高齢者，乳幼児がいる世帯等が優先されます） 

３．その他 

  （ ） 

移動希望日：１．８月３０日（木） ２．８月３１日（金） ３．９月１日（土） 

４．９月２日（日） ５．その他（ ） 

世帯主氏名 世帯人数 人 駐車台数 台 

－アンケートはこれで終了です。ご協力ありがとうございました。－ 

８月２５日（土）朝 10:00 までに体育館入口の避難所本部にご提出ください。 

※※ご記入いただいた情報は，避難所運営に関して市機関においてのみ使用し，厳重に管理します
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＜住まいの再建に関するアンケート調査（倉敷市）＞ 

 調 査 へ の ご 協 力 の お 願 い

この度の平成３０年７月豪雨災害で被害に遭われた皆様に対しまして、心か 

らお見舞い申し上げます。 

この調査は、住まいの再建（※）に向けた支援策等を検討するため、現時点 

での被災者の皆様のご意向をお伺いするものです。 

ご負担をお掛けして誠に申し訳ございませんが、ご協力いただきますよう、 

なにとぞよろしくお願いします。 

※「住まいの再建」とは、安定的・継続的な住まいを確保することを指します。

 ご 記 入 に あ た っ て の お 願 い

●ご回答は、調査票に直接ご記入ください。

回答を選択する設問は、あてはまる四角（   ）に✓印を入れてください。

なお、✓印の数は、設問ごとに「１つ」を基本とし、「３つまで」「すべて」

といった指定がある場合はそれに従ってご記入ください。

●封筒の宛名の方がご記入できない場合、ご家族の方がご記入ください。

●各設問で、「その他」を選択した場合は、カッコ（ ）の記入欄に具体的な

内容をご記入ください。

●ご回答いただいた調査票は、同封の返信用封筒に入れて

平成３１年１月１０日（木）までにご投かんください（切手は不要です）。

●ご回答に際しては、参考資料「住宅再建への支援制度等について」をご確認

ください。

●不明な点がございましたら、下記までお問い合せください。

住まいの再建に関するアンケート調査（倉敷市） 

【お問い合わせ先】 

倉敷市 建設局 建築部 住宅課 

〒７１０－８５６５ 倉敷市西中新田６４０番地 

TEL：（０８６）４２６－３５３１  FAX：（０８６）４２７－３５３６ 
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◆◆あなたの世帯についてお伺いします

問１：世帯主の年齢を記入してください。 歳 

問２：世帯で も若い方の年齢を記入してください。 歳 

問３：世帯の人数を記入してください。 人 

問４：被災時に住んでいた地区を選んでください。 

  川辺   岡田   辻田   市場  有井  上二万   下二万 

 箭田   尾崎   妹    服部  その他（  ） 

問５：被災時に住んでいた自宅の種類、築年数などについて、それぞれあてはまるものを選ん 

でください。 

持ち家  一戸建て 共同住宅(マンション等) 10 年未満 

10～20 年 

  一戸建て 共同住宅(アパート等) 20～30 年 

 借家   市営住宅  30～50 年 

  その他(  ) 50 年以上 

問６：ご自宅の被害分類を選んでください。 

 全壊    大規模半壊 半壊 一部損壊  その他( ) 

問７：水害に対する損害保険に加入していましたか。 

 加入していた  加入していなかった  わからない 

問８：被災したご自宅をどのようにするつもりかを選んでください。 

 修繕中･修繕予定   解体予定･解体済み   方針が未定･わからない 

◆◆現在のお住まいについてお伺いします

問９：現在のお住まい（避難先）の種類を選んでください。 

 被災前と同じ住宅   

 賃貸住宅(借上型以外) 

 親族の家  

 建設型仮設住宅     

 市営住宅等一時入居  

 知人･友人の家      

 借上型(みなし)仮設住宅 

避難所 

 その他(       ) 

調 査 票 

築年数 

居住年数 
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問 10：現在のお住まい（避難先）の地域・地区を選んでください。 

● 敷市真備町

  川辺  岡田    辻田   市場  有井   上二万 

  下二万 箭田    尾崎   妹  服部 

● 倉 市内の地区（真備地区以外）

  倉敷  児島    玉島   水島    船穂 

● 倉 市外

 岡山市  総社市    その他(  ) 

問 11：現在のお住まい（仮設住宅等に入居中の方を除く。）から仮設住宅へ移る希望はありますか。 

建設型仮設住宅へ移りたい    借上型(みなし)仮設住宅へ移りたい 希望しない 

◆◆今後の住まいの再建についてお伺いします

問：12 住まいの再建の見通し・希望について、 も近いものを１つ選んでください。 

自宅を建て替えて住む   

別の場所で新築･購入して住む   

新たに民間賃貸住宅を借りる 

親族の家で同居する  

 わからない･検討中   

   自宅を修繕して住む 

住んでいた借家に戻る 

市営住宅(災害公営住宅※)に入居したい 

福祉施設等に入居したい 

  その他(    ) 

問 13：今後居住する予定・もしくは居住を希望する地域・地区を１つ選んでください。 

● 敷市真備町

  川辺  岡田    辻田   市場  有井   上二万 

  下二万 箭田    尾崎   妹  服部 

● 倉 市内の地区（真備地区以外）

  倉敷  児島    玉島   水島    船穂 

● 倉 市外

 岡山市  総社市    その他(  ) 

問 14：居住する場所を選ぶ上で重視することについて、３つまで選んでください。 

住み慣れた地区内  

子･孫の学校に近いこと  

店舗､病院などが近いこと   

避難場所に近いこと  

幹線道路までの道路幅など車の利便性 

  被災前のコミュニティのつながり 

 職場に近いこと 

駅に近いこと 

昼間でも静かな環境 

 その他 

（裏面へ続きます。） 

※倉敷市では、自力で住まいの再建が困難な被災者のための災害公営住宅の整備を検討して
います。詳細は、参考資料「住宅再建への支援制度等について」をご確認ください。
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問 15：住まいの再建に向けて、課題だと思うことをすべて選んでください。 

建替え･修繕の工事業者の不足 

   被災家屋の住宅ローンが残っていること 

 住宅を建てるのに適当な土地がないこと 

   借家の家賃､敷金等の支払いが難しいこと 

堤防強化､小田川の付替えなどの進み具合 

   公共事業に伴う移転が必要なこと 

被災家屋の片付け･清掃が進んでいないこと   

住宅の建替え･修繕のための資金の不足  

銀行等から融資を受けるのが難しいこと  

適当な借家がないこと  

将来､自宅を引き継ぐ者がいないこと  

公費解体の時期が見通せないこと  

 その他 

◆◆住まいの支援制度についてお伺いします
※ 各支援制度の詳細は、参考資料「住宅再建への支援制度等について」をご確認ください。

問 16：倉敷市では、被災した自宅の修繕、建替え等のために金融機関から融資を受ける場合に、 

300 万円までの借入金にかかる７年間分の利子を給付する「住宅災害復旧等資金利子補給金 

制度」を実施しています。この制度の活用についてあてはまるものを選んでください。 

 既に活用している 活用を検討している  活用の意向は無い 

問 17：高齢者世帯が自宅の修繕、建替え等をする場合に、金融機関から融資を受け、本人又は配偶

者が存命中は月々の利子のみを支払い、死亡時にその自宅及び敷地の売却により元金を一括

返済する仕組みを「リバースモーゲージ」といいます。この仕組みの活用意向についてあては

まるものを選んでください。 

 活用を検討している  興味がある 活用の意向は無い 

問 18：住まいの再建に関して、ご意見・ご要望などがありましたら、自由にご記入ください。 

●差し支えなければ、被災時のご住所と世帯主のお名前をご記入ください。

（取得した個人情報は、本調査の目的以外に使用することはありません。）

被災時のご住所  倉敷市真備町   

世帯主のお名前 

●調査票は、同封の返信用封筒に入れて、平成３１年１月１０日（木）までにご投かんください。

ご協力ありがとうございました。 
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＜応急仮設住宅の居住者に対するアンケート調査（倉敷市・岡山県）＞ 

令和元年６月 倉敷市・岡山県 

 平成３０年７月豪雨により被災された皆様に心からお見舞いを申 

し上げます。 

 一日も早い皆様の生活の再建を支援するため、引き続き取組を進 

めてまいります。 

 つきましては､現時点での住まいのご意向を伺うとともに､皆様へ 

の支援や災害公営住宅を適切に整備していくため、アンケート調査 

にご協力いただきますよう、何卒よろしくお願いします。 

記 

１ 対象世帯 

平成３０年７月豪雨に伴い、建設型仮設住宅･借上型(みなし) 

仮設住宅に、６月１日時点で入居している世帯 

２ 調査票 

別紙「今後の住まい等のご予定に関する調査票」 

３ 回答方法 

令和元年６月２４日(月)までに、同封の返信用封筒にてご返送ください。 

■■お答えいただいた内容は、被災された方々への支援を行うため、個人情報保護条例等

範囲で、現居住地の自治体及び支援関係機関と共有する場合があります。

お問い合わせ先 

倉敷市 建設局建築部 住宅課 被災者住宅支援室 

電話 ０８６－４２６－３５３１ 

岡山県 保健福祉部 被災者生活支援室 

電話 ０８６－２２６－７８７６ 

～平成３０年７月豪雨～ 

今後の住まい等のご予定について 
（調査へのご協力のお願い） 



災害公営住宅の入居を検討されている方へ 

○家賃について

・建設型仮設住宅・借上型（みなし）仮設住宅と異なり、災害公営住宅

は「家賃」を支払う必要があります。

・災害公営住宅の家賃は、入居世帯の収入や住宅の広さ等によって異な

ります。

・収入が一定の基準以上の方は、入居３年経過後からは、民間並みの家

賃に上がることや、退去していただかなければならない場合がありま

す。 

・家賃のほか、毎月の共益費や光熱費、退去時の原状回復費用等の負担

が必要となります。

○入居資格について

・災害公営住宅に入居できる方は、災害により住宅を失った方で自力で

の住宅再建が困難な方です。

・被災者生活再建支援金の加算支援金を受領した場合は入居できません。

○その他

・犬、ねこ等の動物（ペット）は飼育できません。

・駐車場は１戸につき１台となります。

【家賃の例】 

区分 
入居世帯の収入 

（月収※1） 

月額家賃の例（円） 

1DK(40 ㎡) 2DK(50 ㎡) 3DK(60 ㎡) ３年経過後 

1 0 円～104,000 円 15,200 18,900 22,700 

家賃変動なし 
2 104,001 円～123,000 円 17,500 21,800 26,200 

3 123,001 円～139,000 円 20,100 25,000 30,000 

4 139,001 円～158,000 円 22,600 28,200 33,800 

5 158,001 円～186,000 円 25,900 32,200 38,700 月収が 158,000 円 

を超える世帯は、

「収入超過世帯」と

なり、段階的に民間

並みの家賃に上が

っていきます。 

※2

6 186,001 円～214,000 円 29,800 37,200 44,600 

7 214,001 円～259,000 円 34,900 43,500 52,300 

8 259,001 円～ 40,300 50,200 60,300 

※1・・・入居者全員の年間総所得から扶養控除等の額を差し引いた後、１２か月で
  割った額。 

※2・・・入居者の年齢構成や障がい者手帳の交付状況によっては月収が 214,000 円を
超える世帯が｢収入超過世帯｣となります。詳しくはお問い合わせください。 
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世帯主の氏名及び年齢

（連絡先の電話番号）

（（（ － 年齢（ ）才

記入者の氏名

（連絡先の電話番号）

（ －－ －

〒
現在の住所

（

及び

住居の種別

（当てはまるものに○を

つけてください） （

（

）建設型仮設住宅

）借上型（みなし）仮設住宅

）その他（ ）

〒

被災時の住所

及び

住居の種別
（当てはまるものに○を

つけてください） （ ）民間賃貸住宅（借家、アパート等）

（

）持家 （

）公営住宅 （ ）その他（ ）

被災時の住居の被害状況

（当てはまるものに○を

つけてください）

（

（

）全壊 （ ）大規模半壊 （ ）半壊

）一部損壊

次ページからの質問にお答えください

今後の住まい等のご予定に関する

調査票

1
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問１ 世帯の状況についてお伺いします。

（１）人数は何人ですか。（ ）に人数を入れてください。

（ ）人

（２）年齢は何歳の人が何人いますか。平成３１年４月１日現在で該当する

（ ）に人数を入れてください。

ア 未 就 学 児 （

ウ １５歳～１９歳（

オ ６５歳～７４歳（

）人

）人

）人

イ （

エ

小・中学生

（２０歳～６４歳

カ ７５ 歳 以 上 （

）人

）人

）人

問２ 今後の住まいについてお伺いします。

（１）居住する場所を選ぶ上で も重視することを１つ選んで○をつけて

ください。

ア 住み慣れた地区内

ウ 子・孫の学校に近いこと

オ 店舗、病院などが近いこと

キ 避難場所に近いこと

イ 被災前のコミュニティのつながり

エ 職場に近いこと

カ 駅に近いこと

ク 昼間でも静かな環境

ケ 幹線道路までの道路幅など車の利便性 コ 高台

（２）今後居住する予定・もしくは居住を希望する地域・地区を１つ選んで

○をつけてください。

● 倉敷市真備町

ア 川辺 イ 岡田 ウ 辻田 エ 市場

オ 有井 カ 上二万 キ 下二万 ク 箭田

ケ 尾崎 コ 妹 サ 服部

タ 船穂シ 倉敷 ス 児島 セ 玉島 ソ 水島

● 倉敷市内の地区（真備地区以外）

● 倉敷市外の場合は市町村名をご記入ください。

チ （ ）

2
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（３）今後の住まいの見通し・希望について、次の｢ア～コ｣で も近いもの

を１つ選んでください。

（団地名 ）

ア 自宅を建て替える・購入する

イ 自宅を修繕して住む

ウ 借上型（みなし）仮設住宅としての期間終了後も個人で再契約して住みたい

エ

オ

カ

キ

ク

ケ

コ

新たに民間賃貸住宅を借りたい

既存の市営住宅に住みたい

親族の家に同居したい

福祉施設などに入所したい

その他（

災害公営住宅に住みたい

検討中

）

問３（５ページ）へお進みください

（７）（４ページ）へお進みください

（４）（３）で｢ア～ク｣を選択された方のみ、今後の住まいへの転居予定・

希望時期を記載してください。

ア 年 月頃

イ 現時点ではわからない

（５）（３）で｢ア～ク｣を選択された方のみ、今後の見通しの予定について、

１つ選んで○をつけてください。

ア 予定どおり進むと思っている

（または予定どおりに進んでいる）

イ 課題がある

3
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（６）（５）で｢イ 課題がある｣を選択された方のみ、その理由について、

次の｢ア～シ｣で当てはまるもの全てに○をつけてください。

ア 適切な情報がない

イ 資金の目途が立たない

ウ 融資が受けられない

エ 現在も住宅ローンを支払中

オ ｢自然災害による被災者の債務整理に関するガイドライン｣を申請中

カ 業者がいない

キ 自宅再建工事の工期が遅れ、完了時期が見通せない

ク 賃貸物件を借りる際の保証人がいない

ケ 条件に合う物件が見つからない（当てはまるもの全てに○をつけてください）

ア 家賃 イ 間取り ウ 立地 エ その他（ ）

コ 堤防強化、小田川の付替えなどの進み具合

サ まだ考える余裕がない

シ その他

（ ）

（７）（３）で｢コ 検討中｣を選択された方のみ、その理由について、

次の｢ア～サ｣で当てはまるもの全てに○をつけてください。

ア 適切な情報がない

イ 資金の目途が立たない

ウ 融資が受けられない

エ 現在も住宅ローンを支払中

オ ｢自然災害による被災者の債務整理に関するガイドライン｣を申請中

カ 業者がいない

キ 賃貸物件を借りる際の保証人がいない

ク 物件が見つからない

ケ 堤防強化、小田川の付替えなどの進み具合

コ まだ考える余裕がない

サ その他

（ ）

4
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問３ 現在の世帯の収入状況についてお伺いします。

（１）平成３０年１月～１２月までの世帯収入の合計を次の｢ア～ク｣より

１つ選んでください。

ア １００万円未満 イ １００万円～２００万円未満

ウ ２００万円～３００万円未満 エ ３００万円～４００万円未満

オ ４００万円～５００万円未満 カ ５００万円～６００万円未満

キ ６００万円～７００万円未満 ク ７００万円以上

（２）主な収入状況を次の｢ア～エ｣より１つ選んでください。

ア 給与収入 イ 事業収入

ウ 年金収入 エ その他（ ）

（３）被災前と比較して世帯収入がどれくらい変化したか、次の｢ア～ウ｣

より１つ選んでください。

ア はい

ア ほぼ変わらない

イ 増えた

ウ 減った （次の(ⅰ)、(ⅱ)についていずれかを○で囲んでください）

（ⅰ）被災前の半分以下になりましたか

イ いいえ

（ⅱ）現在の状況はいかがですか

ア 今は被災前に戻っている イ まだ被災前に戻っていない

5
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問４ 災害公営住宅についてお伺いします。

（１）災害公営住宅へ入居を希望している人数および年齢を全員分記入

してください。

人数：（ ）人

年齢：（ ）才（ ）才（ ）才（ ）才（ ）才

（２）災害公営住宅に関して、ご意見・ご要望などがありましたらご記入

ください。

＜記入欄＞

以下、災害公営住宅に入居を希望される方は、整備戸数を決定

する重要な資料になりますので、必ずご回答ください。

6
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問５ リバースモーゲージについてお伺いします。

このたび、倉敷市では住宅金融支援機構（旧 住宅金融公庫）と連携

し、６０歳以上の方を対象にリバースモーゲージ型の融資を利用し住宅

再建を行う場合、生涯通常金利が２分の１となる新しい制度｢被災高齢者

向け住宅再建支援事業｣を創設しました。

（同封のチラシをご参照ください。）

（１）この｢リバースモーゲージ型融資（高齢者向け返済特例・倉敷市補

助型）｣の活用のご意向についてあてはまるものを選んでください。

ア 既に申し込みをした イ 活用を検討している

ウ 興味がある エ 活用の意向は無い

ご協力ありがとうございました。

7
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別冊資料⑧ 避難者の仮設住宅入居等へのニーズ及び仮設住宅の建設候補地の調査について 

（愛媛県） 

30 保第 417 号 

30 建第 676 号 

平成 30 年 7 月 10 日 

各市町 応急仮設住宅担当課長 様

愛媛県保健福祉課長 

愛媛県建築住宅課長 

避難者の仮設住宅入居等へのニーズ及び

仮設住宅の建設候補地の調査について

 このことについて、別紙様式を参考に被災者の方へのヒアリングを実施の上、

応急仮設住宅への入居希望等がありましたら、平成 30 年 7 月 13 日（金）まで 

に下記担当者までご連絡ください。

 併せて、「応急仮設住宅の建設候補地の状況調査票」を送付しますので、仮設

住宅を建設するための候補地について、ご回答ください。

 なお、民間賃貸住宅について、応急借上げ住宅制度の開始以前に被災者が自

ら物件を探し、借主となって賃貸借契約を行った場合は、原則、応急借上げ住

宅としてみなされません。

 おって、災害救助法による「応急仮設住宅の供与」については、「被災した住

宅の応急修理」又は「障害物の除去」との併給は認められないこと念のため申

し添えます。

【担当者】

愛媛県保健福祉部社会福祉医療局
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応急仮設住宅入居希望調書

住 所 

世帯主氏名 入居予定人数 人 

避 難 先 

（住所、氏名・ 

施設名等） 

電話番号 

（避難先又は 

携帯電話） 

被害状況 全壊・床上浸水のため居住できない状態・その他（ ） 

希望する 

応急仮設住宅 
建設型 ・ 借上げ型（民間又は公営） ・ どちらでも

建設型の 

入居希望地区 

（地区名） 

第１希望 

第２希望 

第３希望 

借上げ型の 

入居希望地区 

（市町名） 

第１希望 

第２希望 

第３希望 

駐車場の要否 要 ・ 否

入居に当たっての要

望事項等 

今後の住宅計画 

（いずれかに○印） 

１ 自宅再建希望 どこに、いつ頃までに 

２ 公営住宅入居希望 

３ その他 

特記事項 
（以下は入力しないでください） 

課税データ 

世帯データ 

※応急仮設住宅への入居を希望された場合、「被災住宅に対する修繕」又は「障害物の除去」との併給は

出来ません
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被災した住宅の応急修理希望調査

住 所 

世帯主氏名 入居予定人数 人 

避 難 先 

（住所、氏名・ 

施設名等 

電話番号 

（避難先又は 

携帯電話） 

被害状況 半壊 ・床上浸水（修繕により居住できる）・その他（  ）

特記事項 
（以下は記入しないでください） 

課税データ 

世帯データ 

※「被災した住宅の応急修理」と「応急仮設住宅への入居」は併給できません。
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別冊資料⑨ 補修型みなし仮設住宅の概要（熊本県） 

 

 

 

 

 

 

＜賃貸型応急住宅の取組みについて＞ 

 

補修の上「みなし仮設住宅」として提供する場合の手続きの流れについて 
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 ＜「補修型みなし仮設住宅」の流れ（貸主または管理会社の方へ）＞ 
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補修工事完了報告書 

※提出先以外の宛名を で消してください 

熊本県知事 蒲島 郁夫（宛） 

熊本市長 大西 一史（宛） 

 熊本県（熊本市）借上げ住宅の入居時修繕負担金に係る補修工事の完了について、下記 

のとおり報告します。なお、査定により補助対象外の内容が含まれる場合は、入居時修繕 

負担金の報告額から決定額が変更となることを承諾します。 

  平成  年  月  日 

住 所 工事発注者等

（貸主又は管理者等） 

氏 名 印

TEL FAX

E-mail

記 

１ 対象建物情報（今回報告分） 

名 称 部屋番号

所在地

入居者 入居日 平成 年 月 日

２ 補修工事の実施期間 

平成   年 月 日 ～ 平成 年 月 日 

３ 構造安全性の確認（いずれかに✓を記入してください。） 

□ 国土交通省委託 保険法人検査員による調査

□ 一級建築士、二級建築士若しくは木造建築士等による調査

□ その他（ ） 

４ 前回の報告日（同じ建物で既に報告がある場合は記載してください。） 

（      号室） 平成   年   月 日（ 熊本市 ・ 県 ）に報告 

円  ５ 入居時修繕負担金額

 （別添内訳Ｋの金額） 

※※この欄は査定の上金額が変更となる場合に記載しますので、報告時には記載しないでくださ

入居時修繕負担金額決定額 円  
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※提出先以外の宛名を で消してください

熊本県知事 蒲島 郁夫 宛

熊本市長  大西 一史 宛

誓 約 書

私（当社）は、

１ 平成２８年熊本地震における災害救助法に基づく応急仮設住宅の供与に当り、

関係法令を遵守します。

２ 下記の者に該当しません。

３ 応急仮設住宅の修理請負を依頼する場合、請負人が下記に該当する者である

ことを知りながら、契約を締結しません。

４ 下記に該当する者から不当な要求を受けた場合は、速やかに警察に通報します。

５ この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を

被ることになっても、異議は一切申し立てません。

以上のことについて、誓約します。

記

○ 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、

法人である場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者、団体である場合は代

表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）が暴力団（暴

力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２

条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同法第２条第

６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）である。

○ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的、又は第三者

に損害を与える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしている。

○ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与

するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与

している。

○ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用す

るなどしている。

○ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している。

平成 年 月 日

（工事発注者等）住 所

氏  名 印  
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入居時修繕負担金の内訳 

支援対象となる補修工事の内容として、該当するもの全てに☑チェックして下さい。

住
戸
内 

工事種別 工事内容 

壊れた床の補修 □ 

壊れた戸、窓の補修 □ 

壊れた内壁・天井の補修 □ 

壊れた給排気設備の取替 □ 

上下水道配管の水漏れ部分の補修 □ 

電気、ガス、電話等の配管・配線の補修 □ 

壊れた便器、浴槽等の衛生設備の取替 □ 

その他（キッチン流し台、温水器やエアコン等） □ 

Ａ 今回の住戸内工事金額（税込） 円 

Ｂ 今回の住戸内工事に含まれる戸数 戸 

Ｃ 一戸当りの住戸内工事金額（Ａ/Ｂ） 円 

Ｄ 今回申請する住戸内工事金額（Ｃ又は 57 万 6 千円の低い方） 円 

Ｅ 共用部工事費の 大申請可能額（57 万 6 千円-Ｄ） 円 

住
戸
内 

工事種別 工事内容 

壊れた床の補修 □ 

壊れた外壁の補修 □ 

壊れた屋根の補修 □ 

壊れた戸、窓の補修 □ 

壊れた内壁・天井の補修 □ 

壊れた階段の補修 □ 

壊れた給排気設備の取替 □ 

上下水道配管の水漏れ部分の補修 □ 

電気、ガス、電話等の配管の配線の補修 □ 

その他（共用部における上記以外の箇所や 
設備の補修で、入居のために必要なもの） 

□ 

Ｆ 共用部の総工事金額（税込） 円 

Ｇ 既に申請済みの共用部工事金額 円 

Ｈ 共用部工事金額の未申請分（Ｆ-Ｇ） 円 

Ｉ 今回申請する共用部工事金額（Ｅ又はＨの低い方） 円 

Ｊ 共用部工事金額の総申請額（Ｇ＋Ｉ）（次回申請時にＧ欄に記入する金額） 円 

Ｋ 入居時修繕負担金（Ｄ＋Ｉ） 円 

※①工事写真（補修前・後）、②状況報告書、③「送金伝票の写しや領収書等の補修工事費の支払いを証する

書類」、④工事費の内訳がわかるもの、⑤構造安全性が確認されたことを示す書類（保険法人の検査員によ

る調査の場合は不要）を添付すること。

※複数住戸を一括で工事し、戸毎の内訳が困難
な場合は、総額を記載

※複数住戸を一括で工事し、戸毎の内訳が困難
な場合は、当該工事を行った戸数を記載
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工事写真 

↓共用部の場合は記入不要です。 

部屋番号 枚目／総枚数 枚 

↑撮影箇所がわかるよう平面図に写真番号を表示してください。 

改修工事を実施したことがわかるように撮影した工事前及び工事後の写真を貼り付けてください。 

施行箇所 

右欄のいずれかの施行箇所 

に☑をしてください。

□ 住戸内

□ 共用部

施行箇所を記入してください。 

工事前の写真 

（撮影日：平成 年 月 日 ） 

工事前の写真 
現像またはプリントアウトしたものを 

のりで貼り付けるか、 
エエクセルのデータ上

画像データを貼り付けてください。 

工事後の写真 

（撮影日：平成 年 月 日 ） 

工事後の写真 
現像またはプリントアウトしたものを 

のりで貼り付けるか、 
エエクセルのデータ上

画像データを貼り付けてください。 
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物 件 名：  （部屋番号） 

物件住所： 

補修型みなし応急仮設住宅の補修工事にかかる状況報告書（住戸内工事） 

上記物件をみなし応急仮設住宅として提供するにあたり補修工事を行いましたので、報告します。 
なお、下記工事については、平成２８年熊本地震に起因するものに相違ありません。 

（凡例） 

○破損箇所○
玄：玄関 廊：廊下 階：階段 居：居室 便：便所 浴：浴室 台：台所 洗：洗面所
○破損状況○
１：ひび割れ等 ２：家具の倒壊等による損傷 ３：雨漏りによる染み等 ４：建具・器具のゆがみ・破損など

５：家具、設備の破損等 ６：その他

※※下表の破損箇所、破損状況については上記の凡例の記号を参考にしてくださ

工事種別 箇所・状況 

例）床の補修 

破損個所 玄 廊 階 居 便 浴 台 洗 その他： 

破損状況 １、２ ２ ３ 

状況説明 
地震時に転倒した家具により床が破損した。（居・台） 
瓦破損に伴う雨漏れによる床フローリングの腐れ（洗） 

床の補修 

破損個所 玄 廊 階 居 便 浴 台 洗 その他： 

破損状況 

状況説明 

戸、窓の補修 

破損個所 玄 廊 階 居 便 浴 台 洗 その他： 

破損状況 

状況説明 

内壁、天井の補修 

破損個所 玄 廊 階 居 便 浴 台 洗 その他： 

破損状況 

状況説明 

給排気設備の取替 

破損個所 玄 廊 階 居 便 浴 台 洗 その他： 

破損状況 

状況説明 

上下水道配管の 

水漏れ部分の補修 

破損個所 玄 廊 階 居 便 浴 台 洗 その他： 

破損状況 

状況説明 

電気、ガス、電話 

等の配管・配線の 

補修 

破損個所 玄 廊 階 居 便 浴 台 洗 その他： 

破損状況 

状況説明 

便器、浴槽等の 

衛生設備の取替 

破損個所 玄 廊 階 居 便 浴 台 洗 その他： 

破損状況 

状況説明 

その他（キッチン 

流し台、温水器や 

エエアコン等

破損個所 玄 廊 階 居 便 浴 台 洗 その他： 

破損状況 

状況説明 

※※地震による被害と判断できない場合には補修費支払の対象外となることがあります

平成   年 月 日 

報告者  住所

氏名 印  
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物 件 名：  （部屋番号） 

物件住所： 

補修型みなし応急仮設住宅の補修工事にかかる状況報告書（共用部） 

上記物件をみなし応急仮設住宅として提供するにあたり補修工事を行いましたので、報告します。 
なお、下記工事については、平成２８年熊本地震に起因するものに相違ありません。 

（凡例） 

○○破損状況

１：ひび割れ ２：雨漏りによる染み等 ３：建具・器具等のゆがみ・破損など ４：設備の破損等 ５：その他 

※下表の破損状況については、上記の凡例の記号を記載してください。

工事種別 破損状況・対応 

（例）屋根の補修 破損状況 ５ 
地震により破損した瓦の補修 

（被災状況と対応について概略を記載） 

床の補修 破損状況 

外壁の補修 破損状況 

屋根の補修 破損状況 

戸、窓の補修 破損状況 

内壁・天井の補修 破損状況 

階段の補修 破損状況 

給排気設備の取替え 破損状況 

上下水道配管の水 
漏れ部分の補修 

破損状況 

電気、ガス、電話等 
の配管の配線の補修 

破損状況 

その他（共用部における上記以外の箇所や

設備の補修で、入居のために必要なもの） 
破損状況 

※地震による被害と判断できない場合には補修費支払の対象外となることがあります。

平成 年 月 日 

報告者 住所

氏名 印
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平成  年  月  日 

熊本県知事 蒲島 郁夫（宛） 

熊本市長 大西 一史（宛） 

補修型みなし仮設住宅の構造安全性の確認について 

下記物件について、補修型みなし仮設住宅として提供するにあたり、平成 年 月 

日に実施した調査の結果、構造安全性を確認しましたので報告します。 

記 

 物 件 情 報  

所 在 地： 

物 件 名： 

所有者・管理会社： 
（該当する方に○） 

所 見 欄： 

※構造安全性は応急危険度判定の考え方を準用し、「隣接建築物・周辺地盤等及び構造

駆体に関する危険度」で「要注意」・「危険」がないこと等により判断。

報 告 者 

資 格：（ 級）建築士（ ）登録第  号 

氏 名：  ㊞ 
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別冊資料⑩  民間賃貸住宅を活用した借上型仮設住宅について 

（公益社団法人全国賃貸住宅経営者協会連合会）2019年 3月 
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別冊資料⑪ 建設型応急住宅の敷地計画や住戸計画の工夫例（熊本県） 

 

 

 

 

 

 

＜建設型応急住宅の新しい取組みについて＞ 
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別冊資料⑫ 公営住宅との複合団地の事例（宇土市境目団地 熊本県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【混合整備の効果】 

・被災者に住宅の選択肢を提供（木造仮設（将来的には市単独住宅へと譲渡）、既設公営住宅、

新設災害公営住宅（木造仮設住宅）） 

・団地内の他住戸に移転する場合の移転負担の軽減 

・地域や団地内でのコミュニティミックス 

■既存公営住宅（左）と木造仮設住宅（右） 

 

■災害公営住宅 

 

■木造仮設住宅 

 

■プレハブ仮設住宅 
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別冊資料⑬ ムービングハウス等について（一般社団法人協働プラットフォーム） 

http://www.platform.or.jp/group.php?gid=10201 
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別冊資料⑭ 応急仮設住宅再利用状況（福島県） 
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（平成３０年度・平成３１年度に各３棟６戸再築。） 
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別冊資料⑮ BIM を利用した応急仮設住宅の配置計画案の自動作成（国立大学法人熊本大学、大和ハ

ウス工業（株）、大和リース（株）） 
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https://www.daiwahouse.com/about/release/house/20190409132805.html 

BIMを利用した応急仮設住宅の配置計画案の自動作成 
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別冊資料⑯ 高齢者向け新型住宅ローン【リバースモーゲージ型融資】（熊本県、住宅金融支援機構） 

 

 

 

 

 

 

＜恒久的な住まいの支援について＞ 
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別冊資料⑰被災高齢者向け住宅再建支援事業【リバースモーゲージ型融資】（倉敷市、住宅金融支援機構） 
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 別冊資料⑱地域型復興住宅推進協議会の取組み【くまもと型復興住宅、マッチング制度】 

（熊本県地域型復興住宅推進協議会） 
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別冊資料⑲ 災害公営住宅について 

・災害公営住宅は、地方公共団体が、災害により滅失した住宅に居住していた者で、自力での住宅再建が難しい者に賃貸

するために、公営住宅法に基づき建設等をするものである。 

・災害公営住宅の供給は、一般災害、激甚災害（激甚法に基づく）毎に、以下に示す対象市町村等の要件に基づき実施さ

れる。滅失住宅の戸数については、地方整備局等による災害査定が実施される。 

・災害公営住宅の補助対象となる戸数の限度については、当該災害の被災地全体の滅失住宅戸数の 3 割又は 5 割未満

となる。したがって、災害公営住宅の整備を行う際には、当該事業主体の地域内の滅失戸数のみでは判断できない場合

も生じるため地方整備局等への相談が必要である。 

【一般公営住宅と災害公営住宅の制度の比較】 

 一般公営住宅 
災害公営住宅 

一般災害 激甚災害（激甚法） 

対象市町村の要件  

次の①～③の市町村等 ： 

①滅失住宅の戸数が被災地全

域で 500戸以上の区域、 

②一市町村の区域内の滅失

戸数が 200戸以上、 

③滅失住宅の戸数の割合が

当該市町村の住宅戸数の１

割以上 

次の①又は②の市町村 ： 

①「滅失」住宅の戸数が 100

戸以上、 

②「滅失」住宅の戸数の割合

が当該市町村の住宅戸数

の１割以上 

補助対象の戸数上限  
当該災害の被災地全体の滅

失住宅戸数の３割未満 

当該災害の被災地全体の滅

失住宅戸数の５割未満 

入居 

対象 

入居者資格 

収入分位 50％を限度に地方

公共団体が条例で定める収

入以下の者 

収入分位 50％を限度に地方

公共団体が条例で定める収入

以下の者 

当該災害により、「滅失」した

住宅に居住していた者につい

て、収入要件なし 

入居者制限 

なし 災害発生の日から 3年間は当

該災害により住宅を失った者※

1 

災害発生の日から 3年間は

当該災害により住宅を失った

者※1 

補助

率 

整備 

建設・買取 
国   ： 原則 50％ 

地方 ： 原則 50％ 

国   ： 2/3 

地方 ： 1/3 

国   ： 3/4 

地方 ： 1/4 

借上 

（共同施設整備

費のみ対象） 

国   ： 2/3×原則 50％ 

地方 ： 2/3×原則 50％ 

民間 ： 1/3 

国   ： 2/5 

地方 ： 2/5 

民間 ： 1/5 

国   ： 2/5 

地方 ： 2/5 

民間 ： 1/5 

家賃低廉化 20年間※2原則 50％ 20年間※2 2/3 
20年間※2 2/3 

（当初 5年間 3/4） 

※1 ： 用地取得を伴わない場合は 10年間 

※2 ： 災害公営住宅については、災害から３年が経過すれば、通常の公営住宅と同様に被災者以外の者を入居させることができる。 

【住まいの再建等の意向調査の実施】 

 

 

 

引き上げ 
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別冊資料⑳ 応急仮設住宅の供与、応急修理制度の活用に係る事業者団体等 

①賃貸型応急住宅の供与に係る事業者団体等

団体名 連絡先（ホームページ URL） 団体の概要 

公益社団法人全国賃貸

住宅経営者協会連合会

（略称：ちんたい協会） 

トップページ

https://www.chintai.or.jp/ 

安心ちんたい検索サイト 

http://www.saigaishienjutaku.com/ 

・不動産所有者から構成される団体で、全都道府県に

て災害に関する協定締結を締結済。

・全国に支部を置き、中部地整管内では、岐阜県支

部、岐阜中央支部、静岡東部支部、静岡中部支

部、愛知本部、愛知中央支部、尾張支部、三重県

支部がある。

・災害時には被災者を対象にも情報提供する「安心ち

んたい検索サイト」を運営。平時にも高齢者等、母子

家庭、生活保護受給者等に物件情報を提供。

公益社団法人全国宅地

建物取引業連合会 

（略称：全宅連） 

トップページ

https://www.zentaku.or.jp/ 

全宅連・宅建協会震災復旧支援情報 

https://www.zentaku.or.jp/disaster/ 

・宅地建物取引業者から構成される団体で、全国 47

都道府県に協会があり、同協会の中にさらに地域毎

に支部を置いている。

・会員業者約10万事業者を有する国内最大の組織。

・全都道府県にて災害に関する協定締結を締結済。

公益社団法人全日本不

動産協会 

（略称：全日） 

トップページ

https://www.zennichi.or.jp/ 

・宅地建物取引業者から構成される団体で、全国 47

都道府県に地方本部があり、この地方本部の中に

支部を置いている。

・会員業者約 3.5万事業者を有する。

②建設型応急住宅の供与に係る事業者団体等

団体名 連絡先（ホームページ URL） 団体の概要 

一般社団法人プレハブ建

築協会 

（略称：プレ協） 

トップページ

https://www.purekyo.or.jp/index.html 

規格建築部会 

https://www.purekyo.or.jp/bukai/kika

ku/index.html 

・47 都道府県との応急仮設住宅供給に関する災害

協定を締結している団体。

・応急仮設住宅建設の業務は、主に当協会内の「規

格建築部会（会員 14 社）」が対応している。

・東日本大震災では規格建築部会とともに住宅部会

によるプレハブ住宅が応急仮設住宅として供与さ

れた（住宅部会は主に災害公営住宅等を供給）。

一般社団法人全国木造

建設事業協会 

（略称：全木協） 

トップページ

https://zenmokkyo.jp/ 

・地域木材を利用し、地元工務店による木造応急仮

設建設を推進する団体。各都道府県に協会があり

発災時にはそれぞれの全木協県協会が主導で木

造仮設住宅を建設する。

・36都道府県と災害協定を締結（令和２年１月末）。

近年の災害にて木造仮設住宅の多くの実績あり。

＜供給可能な事業者等の抽出＞ 

https://www.zentaku.or.jp/disaster/
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一般社団法人日本木造

住宅産業協会 

（略称：木住協） 

トップページ 

https://www.mokujukyo.or.jp/ 

 

・木造による応急仮設住宅を建設する団体として、

順次、都道府県との災害協定の締結を進めてい

る。 

 

一般社団法人ムービング

ハウス協会 

トップページ 

https://movinghouse.or.jp/ 

 

・新たな供給方式として、移動式木造住宅を利用し

て被災地に迅速に設置できる移動型の応急仮設

住宅（ムービングハウス）を供給する。 

・2018年に災害救助法に基づく応急仮設住宅として

採用されてその後の被災地でも利用されている。 

・ムービングハウスを宿泊研修施設等として利用しな

がら災害に備えるプロジェクト「防災・家バンク」を実

施している。 

 

③応急修理制度の活用に係る事業者団体等 

団体名 連絡先（ホームページ URL） 団体の概要 

住宅リフォーム推進協議

会（略称：リ推協） 

トップページ 

http://www.j-reform.com/ 

 

住まい再建事業者検索サイト 

https://sumai-saiken.jp/index.php 

 

・住宅リフォームを取り巻く環境を整備し、消費者・リフ

ォーム事業者双方にとって有益かつ健全なリフォー

ム市場の形成を目的とした団体（正会員数：70団体  

特別会員数：103団体）。 

・災害等により被災した住宅の補修工事等が可能な事

業者を検索できる「住まい再建事業者検索サイト」

を、国土交通省の協力を得て平成 31 年 3 月 8 日

から運営している。 

・登録事業者リフォーム団体については以下に掲載。 

 

【住宅関連団体】 

資料：住まい再建事業者検索サイト https://sumai-saiken.jp/ 
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【登録住宅リフォーム事業者団体】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住まい再建事業者検索サイト https://sumai-saiken.jp/ 
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